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研究概要 

 Codex 食品規格委員会(Codex 委員会)や経済連携協定下の交渉や技術的な協議では、

科学的根拠に基づく的確かつ合理的な議論が必要となる。国として専門性の高い議論

に継続して取組むためには、諸外国によるこれまでの対応など、国際的な食品安全行

政の整合や食品動向の変化に精通し、海外政府機関や関連研究領域から新たな科学的

知見を収集・分析することのできる専門家による、中長期的な技術的助言やフォロー

アップが必要である。さらに、Codex 委員会等への取組に関連し、政府職員の能力向

上に資する研修の実施や、最新動向や政府による実際の取組状況を社会と共有するた

めのシンポジウム等の開催も、食品安全行政の国際整合の深化に必要である。本研究

班では、これらの必要を満たすために、以下の研究課題 1～3 により構成される包括

的な研究を継続して実施した。 

研究課題 1. Codex 委員会における政府の活動支援並びにそれに資する関連研究 

 Codex 委員会に設置された食品安全の観点から重要な各部会が、食品規格や基

準、ガイドライン等の Codex 文書を策定するにあたり、必要な科学的知見や議論

の経緯等の情報を収集・分析し、わが国政府の対処方針の決定並びに議場での発言

に資する助言を提供することを目的とし、食品衛生部会(CCFH)、食品汚染物質部会

(CCCF)、食品残留動物用医薬品部会(CCRVDF)、残留農薬部会(CCPR)、食品添加物

部会(CCFA)、分析・サンプリング法部会(CCMAS)、栄養・特殊用途食品部会

(CCNFSDU)、食品輸出入検査・認証制度部会(CCFICS)、一般原則部会(CCGP)を対象

として研究を実施した。 

2020 年度に計画されていた Codex 委員会の物理的会合は、COVID-19 拡大防止

の観点からほぼ全てが延期された。しかし一方では、電子的作業部会(EWG)による

検討が期間を延長して継続され、web ベースの情報共有の機会が提供(ウェビナー

の開催)されるなどした。このように、COVID-19 パンデミックが収束するまでの

限定された期間になると予想されるものの、Codex 委員会の活動が制限され変化し

たことを柔軟に受け止め、本年度の研究は実施された。本報告書により報告する研

究期間中に、議場等での発言に対する助言提供の機会はなかった。しかし EWG 等

への取組をより深めることに加え、今後の Codex 委員会への取組に必要な検討を

行い、基礎資料を作成することや、Codex 委員会における課題を国内の課題として

検証することなど、多様な研究課題に取組んだ。なお、上記の通り物理的会合は開

かれずそこでの発言の機会は無かったが、本研究班の支援の元で、多数の EWG に

よるあるいは Codex 委員会の手続きマニュアルに沿った加盟国政府を対象とした
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本研究班の活動は、Codex 委員会の下

に設置された各部会等から、特に食品安

全の観点から選択した 9 つの部会を対

象とし、わが国政府のそれら部会におけ

る活動を支援するための研究を主とす

る。またそれに限らず、わが国の食品安

全行政の国際化、並びに国際化戦略に資

する関連研究を実施するとともに、政府

職員の能力向上に資する研修等に参画

し協力もしている。さらに、わが国にお

ける食品安全行政の国際標準化を推進

するために不可欠な社会の理解を得る

ためにも、食品事業者や消費者また学識

者や行政関係者との間で情報や意見を

共有することを目的としたリスクコミ

ュニケーションに関する取組としてシ

ンポジウムを主催している。  

 本研究総括報告書では、研究班全体の

募集に対して、わが国からのコメントが提出されている。 

研究課題 2. 食品安全行政の国際化のためのリスクコミュニケーション 

 わが国が、国内状況を考慮しながら食品安全行政の国際化を推進するためには、

食品事業者や消費者また学識者や行政関係者との間で情報や意見を共有し、十分な

リスクコミュニケーションを行い、社会全体としての理解や認識を深めることが重

要である。本年度の研究においては、2019 年に国連総会決議で「世界フードセーフ

ィティーデイ(World Food Safety Day)」が定められ、2020 年 WHO 総会において食品

安全決議「食品安全の取り組み強化」(WHA73.5)が採択されたことを踏まえ、「食品

安全確保の強化を目指して－WHO の食品安全決議をふまえた日本の取り組み」と

題したシンポジウムを、山本尚子事務局長補、並びに山本ライン氏を WHO から講

演者として迎え、本研究班研究分担者による課題報告と併せてオンラインで開催し

た。その他にも、厚生労働省と共同して世界フードセーフィティーデイの日本語版

公式パンフレット「フードセーフティーはみんなの仕事-世界フードセーフティーデイ

2020 へのガイド」を作成し、FAO の web サイトに掲載するなどの活動を行った。 

研究課題 3. 食品安全行政の国際化に不可欠な研修の計画と実施への協力 

 諸外国政府等と実際に交渉をし、国際的に調和した食品規格等を策定する政府職

員が、その基礎としなければならない原理・原則を知り事案に応じて活用する能力

を養成し、さらには向上させ継続させていくことが、わが国の食品安全行政の国際

化戦略において重要な役割を果たすことは明らかである。本研究課題では、政府内

担当部局が実施する政府職員を対象とした研修に資する、効果的なプログラム開発

を検討するとともに実施にも協力した。 
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活動をその性質に応じて課題 1～3 とし

て区分した上で、各分担研究者により執

筆された分担研究報告書からの取捨選

択と原文の忠実な抽出を試みながら再

構成した。  
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研究課題 1.  Codex 委員会における政府の活動支援          

並びにそれに資する関連研究  
 

 本研究課題については、Codex 委員会

下に設置され研究対象とした 9 つの部

会ごとに報告する。  

COVID-19 拡大防止のために、2020 年

度に予定されていた全部会の物理的会

合開催が延期となった。そのため、政府

活動の支援に関する取組は、期間を延

長 し て 継 続 さ れ た 電 子 的 作 業 部 会

(EWG)における議論の整理と論点の抽

出、さらにわが国がとるべき行動への

助言提供とコメント原案の作成を主と

した。  

上記の政府活動支援研究の他に、

Codex 委員会を含む国際的な枠組みで

の食品安全行政への今後の取組に必要

な調査や基礎資料の作成に関する研究

や、COVID-19 下であることと Codex 委

員会の課題との関連性を踏まえて、国

内の課題を検証するための研究 (ビタミ

ン摂取に対する意識調査 )に取組んだ。  

 

A．研究目的  

(1)食品衛生部会 (CCFH)及び食品輸出

入検査・認証制度部会 (CCFICS) 

 Codex 規格は WTO/SPS 協定において

は食品安全の国際規格と位置づけられ、

Codex 規格が存在する場合にはそれら

に基づくか、少なくとも検討すべきと

されているため、わが国の食品衛生規  

 

制を国際規格である Codex 規格より厳

しくする場合には科学的根拠 (リスク評

価結果 )を示すことが求められる。しか

しながら、わが国の食品安全関連規制

には Codex 規格と整合性がとれていな

いものが複数あり、解決しなければな

らない課題となっている。上記のよう

に、Codex 規格はわが国の食品安全規制

に大きな影響があるため、本研究では、

わが国の食品安全行政の国際対応の改

善 に 役 立 て る た め 、 食 品 衛 生 部 会

(CCFH)、及び食品輸出入検査・認証制

度部会 (CCFICS)での議論の動向をまと

め、FAO/WHO からの科学的アドバイス

の解析、わが国のコメント提出及び部

会における対処方針を科学的に支援す

るとともに、課題についてまとめるこ

とを目的とした。  

 

(2)行政機関及び食品関連事業者による

食品安全に関する新たな情報技術の調

査  

 世界保健機関 (WHO)による食品安全

決議を踏まえ、厚生労働省が今後国際

連携を行う際に活用することが期待さ

れるため、行政機関及び食品関連事業

者による食品安全に関する新たな情報

技術について、最新情報を収集・整理す

ることを目的として調査を実施した。  
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(3)食品汚染物質部会 (CCCF) 

 Codex 委員会の一般問題部会の 1 つ

である Codex 食品汚染物質部会 (CCCF)

は、食品に関わる消費者の健康保護と

国際貿易における公正な取引の保証を

目的として、食品及び飼料中の汚染物

質及び天然由来の毒素について、科学

的根拠をもとに国際基準 (最大基準値、

ガイドライン値 )、分析・サンプリング

法、汚染の予防及び低減のための実施

規範 (COP)等を検討し勧告している。  

 本分担研究は、わが国の食品安全行

政のうち、食品汚染物質に関するリス

ク管理措置を国際的に整合させるため

に CCCF における課題の背景や議論を

調査しまとめることを目的とした。本

年度の研究においては、わが国の食品

安全行政の国際整合に役立つと考えら

れる基礎資料の作成を目的として、次

の 2 つの課題に取り組んだ。  

1)Codex 文書の翻訳：わが国の食品安全

行政にも活用すべきと考えた CCCF が

開発した Codex 文書の翻訳に取組んだ。 

2)各国における魚の摂食に関する助言

の調査：メチル水銀への暴露に関する

リスク管理オプションの 1 つとして、

各国が実施している魚の摂取に関する

助言について調査し、傾向を解析した。 

 

(4) 食 品 残 留 動 物 用 医 薬 品 部 会

(CCRVDF) 

Codex 委員会・食品残留動物用医薬

品部会 (CCRVDF)においては、畜水産

食品やはちみつ中の動物用医薬品残

留物の最大残留基準値 (MRL)の設定を

はじめ、各国が MRL の設定を求める

動物用医薬品のデータベースの維持・

更新、FAO/WHO 食品添加物専門家会

議 (JECFA)による評価又は再評価を必

要とする動物用医薬品の優先順位リ

ストの維持・更新等、食品中の動物用

医薬品残留物に関する種々の議題に

ついて議論が行われている。  

 本研究では、科学 的知見を基に

CCRVDF における議題と議論の内容

を考察し、国として専門性の高い議論

への継続的な取組みや今後の施策策

定に資する提言を行うことを目的と

する。  

2020 年 度 に 計 画 さ れ て い た

CCRVDF 第 25 回会合が延期されたと

も踏まえ、本年度の研究においては、

次回会合において議論される主要な

議題の 1 つと考えられる「動物用医薬

品の MRLs の外挿」について、EWG に

より作成された討議文書の内容等を

精査するとともに、本議題に関する経

緯、議論の流れや考え方などについて

整理しまとめた。また、本議題を含め、

次回会合で議論される予定の議題や

議論の流れなどから、食品中の動物用

医薬品残留物に関する今後の国際動

向について考察するとともに、国際動

向がわが国の検査に及ぼす影響等に
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ついて考察した。  

 

(5)残留農薬部会 (CCPR)並びに分析・

サンプリング法部会 (CCMAS) 

 食品の安全性の保証すなわち消費

者に起こる可能性のある健康危害の

未然防止と公正な貿易への取組は、一

国だけではなく各国に共通する国際

的な課題である。Codex 委員会は、ま

さにこの食品に関する 2 つの国際的な

課題に取組むために様々に議論をし、

国際食品規格を含む各種 Codex 文書

を策定する場である。わが国も Codex

加盟国として、食品の安全性と公正な

貿易に関する国際整合を推進させる

ため、また国内の実態や状況を国際的

な枠組みにおいて反映させるために、

積極的に議論に加わる必要がある。  

COVID-19 拡 大 防 止 の 観 点 か ら

Codex 委員会の活動は様々に制限され、

2020 年の 4 月と 5 月にそれぞれ予定

さ れ て い た Codex 残 留 農 薬 部 会

(CCPR)第 52 回会合と Codex 分析・サ

ンプリング法部会 (CCMAS)第 41 回会

合の開催も延期された。しかし、EWG

や文書の回覧を通じて、種々の課題へ

の議論は継続された。  

本研究では、CCMAS 及び CCPR に

より設置された EWG により、2020 年

4 月以降に行われた議論を中心として、

各種 Codex 文書の改訂や開発またそ

の他討議文書の作成に関する議論を

解析し、わが国がとるべき対応につい

て検討することを目的とした。  

 

(6)食品添加物部会 (CCFA) 

 Codex 委員会の一般問題部会の 1 つ

として、Codex 食品添加物・汚染物質

部会 (CCFAC)が 1964 年に設置された。

しかし、本部会で審議すべき議題が多

く、討議時間の確保が難しくなったこ

とから、2007 年から CCCF と分割され

ることにより、Codex 食品添加物部会

(CCFA)が設置され、中国が議長国とな

った。CCFA における議題は多岐にわ

たり、また各国の関心も高いことから、

わが国としても本部会の活動に積極

的に関与する必要がある。  

本研究では、わが国の食品添加物に

関する食品安全行政の国際対応の改

善に寄与することを目的に、CCFA で

の議論の動向をまとめ、わが国が取る

べき対応を検討することにした。特に、

物理的会合の開催が延期されている

ことも踏まえ、次回会合の開催に向け

た動向と議題の整理を行うとともに、

ウィズコロナ時代の CCFA の対応や中

長期的な視野に立った対策について

検討した。  

 

(7) 栄 養 ・ 特 殊 用 途 食 品 部 会

(CCNFSDU) 

 Codex 栄 養 ・ 特 殊 用 途 食 品 部 会

(CCNFSDU)は、食品の栄養に関する全
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般的な規格の検討及び特定の栄養上

の諸問題の検討を付託事項としてお

り、食品表示を目的としたビタミン及

びミネラルの栄養参照量 (NRVs-R)を

設定するための一般原則案等や、非感

染性疾患のリスクと関わりのある栄

養素の NRVs (NRVs-NCD)の原案につ

いて議論している。また、年長乳児及

び年少幼児の NRVs-R の策定が検討さ

れていることから、国民健康・栄養調

査のデータを用いて、わが国における

当該年齢児の栄養素摂取状況につい

てまとめるとともに、わが国における

ビタミン・ミネラル摂取に対する意識

調査を行う。  

 

(8)一般原則部会 (CCGP) 

 Codex 一般原則部会 (CCGP)の重要

トピックについて、合意形成プロセ

スにおける論点を、国際政治・公共

政策学的観点から分析し、各国の立

場や利害関係の把握と論点の整理分

析を行う。CCGP は Codex 委員会下

に設置されたすべての部会に横断的

に関わる手順や一般事項について付

託を受けた場合に検討を行う部会で

あり、特にガバナンス上の課題を検

討するうえで重要な部会である。し

たがって、CCGP の議題について、わ

が国の戦略的な Codex 対応に資する

情報ベースの整理分析を行う。  

 

B．研究方法  

(1)食品衛生部会 (CCFH)及び食品輸出

入検査・認証制度部会 (CCFICS) 

本研究の対象とした 2 つの部会にお

ける討議文書、議場での発言、EWG で

のコメントに加え、FAO/WHO 合同微生

物学的リスク評価専門家会議 (JEMRA)

における議論や資料等を参考にした。  

 2020 年度は、COVID-19 拡大防止の

観点から、物理的会合が開催されなか

った。そのため議場での支援機会はな

く、EWG に提出された各国コメントの

解析とその結果も踏まえたわが国コメ

ント案の提出を主たる活動内容とした。 

 

(2)行政機関及び食品関連事業者による

食品安全に関する新たな情報技術の調

査  

本調査は、わが国の食品関連事業者

及び食品安全分野以外を扱う官公庁を

対象として、それら企業及び機関の公

式ウェブサイトをもとに、食品安全に

おける最新情報技術の活用・研究事例

を収集・整理することで行った。さらに

関連するシンポジウム等からの情報収

集も実施した。  

  

(3)食品汚染物質部会 (CCCF) 

CCCF 第 14 回会合の開催は当初 2020

年 4 月に予定されていたが 2021 年 5 月

に延期された。そのため、CCCF におけ

る議論動向の調査は第 14 回会合の結果
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を踏まえて次年度から行うこととし、

以下の方法による基礎資料の作成を行

った。  

①Codex 文書の翻訳  

 以下を判断基準として CCCF が開発

した Codex 文書及び情報提供文書を

選択し翻訳した。  

・わが国の食品安全行政に役立つと考

えられること。  

・これまでに翻訳されていないこと。 

・Codex 文書が考慮された国内向けの

ガイドライン等が作成されていない

こと。  

②各国における魚の摂食に関する助

言の調査  

諸外国の公的機関のウェブサイト

上で公表されている魚の摂食に関す

る助言を調査し、その内容を表にまと

めた。一般集団と特定の集団 (妊婦、授

乳婦、幼児など )とを区別して助言が

提供されていたため、対象を明確に示

した。  

 

(4) 食 品 残 留 動 物 用 医 薬 品 部 会

(CCRVDF) 

CCRVDF 第 25 回会合において議論

される予定の議題のうち、主要な議題

の 1 つである「動物用医薬品の MRLs

の外挿」について、EWG において作成

された討議文書 (Discussion paper on 

extrapolation of MRLs to one or more 

species (including a pilot on 

extrapolation on MRLs identified in Part 

D of the Priority List –  REP18/RVDF, 

App.VI)）の内容等を精査し、本議題に

関する背景・経緯、議論の流れや考え

方について整理しまとめた。  

 また、本議題を含め、次回会合で議

論される予定の議題や議論の流れ、以

前の会合における議論の流れなどか

ら、動物用医薬品残留物を対象とした

その他リスク管理に関する今後の国

際動向について考察するとともに、わ

が国における検査に及ぼす影響等に

ついて考察した。  

 

(5)残留農薬部会 (CCPR)並びに分析・

サンプリング法部会 (CCMAS) 

CCMAS における議論については、

① CCMAS 第 40 回 会 合 報 告 書

(REP19/MAS)の解析、②第 40 回会合

により設置が決められた EWG におけ

る議論の解析と討議文書作成プロセ

スへの関与を主たる研究方法とした。 

本年度の研究においては、Codex 委

員会により採択される多くのサンプ

リングプランの基礎として機能する

ため重要な「サンプリングの一般ガイ

ドライン」 (CXG  50)の改訂を目的と

した EWG おける議論に注目して検討

を進めた。その他、「測定の不確かさに

関するガイドライン」(CXG 54)の改訂、

「情報提供文書 :測定の不確かさに関

するガイドライン」の開発、「複数の



11 

Type III 分析法の中から Type II 分析法

を選択するための規準に関する討議

文書」に関する EWG による議論も検

討した。さらに、不確かさの推定との

関連性も高い「分析法の性能スタディ

のデザイン、実施及び解釈のプロトコ

ル (Protocol for the design, conduct and 

interpretation of method-perfomance 

studies)」 (CXG 64)の翻訳に取組んだ。 

本研究の遂行に必要な関連情報には、

AOAC 、 AOCS 、 NMKL 、 IUPAC 、

EURACHEM といった分析に関する国

際的な組織が発刊する書籍、分析法集、

ガイドライン、インターネット上に公

開されている HP 等、 ISO といった標

準化のための組織が発行する規格を

用いた。その他、CCMAS による新た

な取組として 2020 年 11 月 23 日~25 日

の 3 日間にわたり開催されたウェビナ

ー 「 Codex Committee on Methods of 

Analysis and Sampling (CCMAS) 

Webinar Series」にも参加した。  

CCPR を対象とした本年度の研究に

おいては、EWG により継続議論され

た「CXLs の設定から除外される可能

性のある、公衆衛生上の懸念が低い化

合物を対象としたガイダンスの開発

に関する討議文書」、並びに「定期的な

レビュープログラムにおけるデータ

提供等において、製造事業者等のサポ

ートが得られない化合物の管理に関

する討議文書」の議論に特に注目して

検討を進めた。その他、CCPR がこれ

までに開発した文書のうち、農薬残留

物の検査に高い関連性を有するガイ

ドライン「農薬残留物の MRL への適

合を判定するための推奨サンプリン

グ 法 (Recommended methods of 

sampling for the determination of 

pesticide residues for compliance with 

MRLs)」 (CXG 33)の翻訳に取組んだ。 

 

(6)食品添加物部会  (CCFA) 

①CCFA 第 52 回会合を対象とした研

究方法  

 2020 年 3 月に開催が予定されてい

た CCFA 第 52 回会合は、その後 3 度

にわたり延期された。会合を物理的に

開催するかあるいはバーチャルで開

催するかの判断も含 めて、今後の

CCFA 事務局への対応を考える基礎情

報とすることを目的に、その経過を整

理した。また、2021 年 3 月末現在、

2021 年 9 月 6 日から 9 月 10 日にバー

チャルで開催する予定になっている

CCFA 第 52 回会合の議事について概

要を整理して、今後の対処方針作成の

基礎資料とすることにした。  

 

②ウィズコロナ時代の CCFA 会議に関

する意見交換会  

 COVID-19 急速拡大の影響を受け、

第 52 回会合はバーチャル会合となる

予定である。そこで、CCFA への参加
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経験のある 5 名の方々と、バーチャル

会合の利点・欠点について、更に、長

期的視野に立ち今後の CCFA への対応

でわが国が考えておいた方が良い課

題について、バーチャル会議によって

意見交換し、今後の対策について検討

した。  

 

(7) 栄 養 ・ 特 殊 用 途 食 品 部 会

(CCNFSDU) 

 わが国の取組に必要な事項を検討

するために、CCNFSDU における議論

の基礎となる国際的な考え方とわが

国における現在の施策等に関する整

合性を検討する。しかし、本年度は

COVID-19 の影響により物理的会合が

開催されなかったことから、現在進行

中の EWG についてまとめる。  

CCNFSDU における議論との関連性

並びに COVID-19 が拡大する現在の状

況を踏まえ、ビタミン摂取に対する意

識調査を実施した。本調査は、国立研

究開発法人医薬基盤・健康・栄養研究

所の倫理審査委員会の承認を受け、イ

ンターネット調査会社 (株式会社クロ

ス・マーケティング )に委託した。調査

会社へは、質問項目を提示し、調査会

社がインターネット調査の実施、調査

結果の回収、個人情報の匿名化までを

行い、調査会社からは個人が特定でき

ないデータの納品を受けた。対象者は、

調査会社に自ら登録している 20 歳以

上の者とした。調査は、2021 年 2 月 2

日～4 日に行った。質問項目には、普

段の食事の状況、ビタミン強化食品、

ビタミンサプリメントの利用状況、各

ビタミンの認知度、及び摂取状況を取

り上げた。  

 

(8)一般原則部会 (CCGP) 

 CCGP におけるプロセス分析とガバ

ナンス上の課題については、前研究班

以来継続的に分析を行ってきたとこ

ろである  。本年度も引き続き部会で

の議題の整理を行う。具体的には、会

議に先立って回付される討議文書、採

択された議事録等の整理・分析を研究

方法とする。  

 

C.D. 結果及び考察  

(1)食品衛生部会 (CCFH)及び食品輸出

入検査・認証制度部会 (CCFICS) 

C.D.(1)-1 CCFH 

2020 年に予定されていた CCFH 第 51

回会合は延期となり、2021 年 4 月末の

時点において、2021 年 11 月末に開催の

予定であることが周知されている。  

CCFH により設置され現在活動して

いる EWG は、「Guidelines for the Control 

of Shiga Toxin-Producing E. Coli (STEC) 

in Raw Beef, Fresh Leafy Vegetables, Raw 

Milk and Raw Milk Cheeses, and Sprouts」

(議長国：チリ、共同議長国：ニュージ

ーランド、仏、米国 )、及び「Guidelines 
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for the Safe Use and Reuse of Water in 

Food Production」 (議長国：ホンジュラ

ス、共同議長国：チリ、デンマーク、EU、

インド )の 2 つである。  

STEC 管理の議題については、EWG が

作成した本体部分、牛肉と未殺菌乳を

使った乳製品、及びスプラウトの Annex

のドラフトに対するコメント作成を支

援した。概要は以下の通りである。  

・本体部分については、プロジェクト文

書との一貫性が保たれたスコープにす

るようにコメントを作成した。  

・生乳、生乳を使った乳製品に関しては

以下のコメントを作成し提出した。

「 Intervenstions in this document should 

be evaluated by JEMRA and should be 

practical in most member countries.」  

・消費者への情報提供のセクションに

関しては以下のコメントを作成し提出

した。  

「We should request scientific advice from 

JEMRA on whether labelling 

recommendations like those on Listeria 

monocytogenes in RTE foods (9.3 of 

CAC/GL 61-2007) are useful for products 

made with raw milk. 」  

・生鮮野菜の Annex について、以下を

内容とするコメントの作成を支援した。 

「生鮮野菜に関する JEMRA が開催さ

れるのは、まだ先であること。」  

「野菜果実の衛生管理規範の葉物野菜

の附属文書との整理をどうするかにつ

いて。特に STEC に特異的な介入措置

がなく、動物の消化管内に存在する病

原微生物に対する措置はどの病原菌で

も同じため、野菜果実の衛生規範の葉

物野菜やスプラウトの附属文書の改訂

のほうが効率的ではないかというこ

と。」  

水に関するガイドライン作成を目的

とした EWG では以下の一般質問への

回答案作成を支援した。  

質問： Do you agree with the proposed 

structure for the document and, if not, can 

you make a proposal for an alternative 

structure (avoiding duplication with 

existing guidelines) 

回答：No, We prefer the structure of the 

Risk Management document (CAC/GL 63-

2007) 

質 問 ： Do you consider that essential 

Sections are missing? If so, which ones? 

(e.g. water sources for use in the food 

chain, water storage for reuse in the food 

chain) 

回答：No. Detailed information (e.g. water 

sources for use in the food chain) should 

be described in each relevant annex, not in 

the general part.  

質問：The co-chairs propose to bring all 

the guidance (text) related to water that are 

already included in the Codex documents 

to the relevant Annexes of these 

overarching Guidelines (e.g. the text of 
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Section 3.2.11 and 3.2.2.2 of CXC 53-2003 

(Code of hygiene practice for fresh fruit 

and vegetables), the text of 3.4.5 of CXC 

52-2003 (Code of hygiene practices for 

fish and fishery products)? If the eWG 

agrees to this proposal then all existing 

guidelines would be amended once these 

new guidelines are adopted, by replacing 

the text to a cross-reference to these new 

guidelines.   

回答：Japan agrees with proposal from the 

co-chairs. 

 

 その他、CCCF への取組に関する検討

として、「食品事業者のための食品アレ

ルゲン管理における実務規範」 (CXC 

80-2020)を翻訳した。CXC 80 は、2020

年の CAC により最終採択されており、

食品の製造、調理、及びフードサービス

のすべてのエリアにおいてアレルゲン

を特定し、さらにアレルゲン管理の実

務の方針及び手順を考案するために、

一次生産を含めた食品事業者に対しガ

イダンスを示すものである。なお、ガイ

ダンスが、製造業者むけとフードサー

ビス及び小売店向けとに分かれて示さ

れている箇所もある。  

 

C.D.(1)-2 CCFICS 

2020 年 4 月にオーストラリアで開催

予定であった CCFICS 第 25 回会合は中

止となった。  

CCFICS が設置し活動した EWG は、

「システム同等性の使用に関するガイ

ダンス EWG」(議長国：ニュージーラン

ド、共同議長国：チリ及び米国 )、「電子

証明書のペーパーレス使用に関する

EWG」 (議長国：オランダ、共同議長：

オーストラリア )、「食品安全及び食品貿

易の公正な取引の分野での第三者認証

スキームへの規制アプローチに関する

ガイダンス EWG」(議長国：英国、共同

議長国：カナダ及びメキシコ )、「食品の

清廉性 /信憑性に関する EWG」、及び (議

長国：米国、共同議長国：イラン及び EU) 

の 4 つであった。  

C.D.(1)-2-1. システム同等性の使用に

関するガイダンス EWG 

2020 年 5 月 1 日を締め切りとして、

文書 (CX/FICS 20/25/6)に対するコメン

トが回付文書 (CL 2020/02 FICS)により

募集された。この募集に対して、わが国

を含む 20 か国と 2 つのオブザーバー機

関からコメントが提出され、CX/FICS 

20/25/6 Add.1 としてまとめられた。そ

の後も EWG は検討を続け、CX/FICS 

20/25/6 Add.1 にまとめられたコメント

への対応表が 2020 年 7 月に EWG 参加

国に配布された。また EWG 参加国に対

して、「decision criteria の他の例を含む

べきか、含むとした場合にはどのよう

な例があるか」が質問された。この質問

に対して 11 加盟国が返答し、それらの

結果を基に新たなドラフト文書が作成
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された。2021 年 3 月 24 日 (日本時間午

前 4-7 時 )に開催されたバーチャル EWG

にも参加した。  

 

C.D.(1)-2-2. 食品安全及び食品貿易の

公正な取引の分野での第三者認証スキ

ームへの規制アプローチに関するガイ

ダンス EWG 

 EWG 議長国と Codex 事務局とが協議

し、次回会合が開催されるまでの間、

EWG の活動が継続されることとなり、

2 通の回付文書 (CL 2019/93/OCS-FICS

及び  CL 2020/26/OCS-FICS)を通じて、

加盟国からのコメントが募集された。

この回付文書の求めに応じて集められ

た各国コメントは、それぞれ CX/FICS 

20/25/4 Add.1 と CX/FICS 20/25/4 Add.2

にまとめられた。  

 

C.D. (2)行政機関及び食品関連事業者

による食品安全に関する新たな情報技

術の調査  

国内の食品安全における最新情報技

術の利活用の事例を以下に示す 6 区分

にわけて整理した。  

区分 1．AI 技術：AI 技術を活用した取

組を行っている事例  

区分 2．トレーサビリティ：ブロックチ

ェーン等トレーサビリティに関する取

組を行っている事例  

区分 3．ICT の活用：ICT を活用した取

組を行っている事例  

区分 4．ビックデータの活用：ビックデ

ータを活用している事例  

区分 5．IoT：在庫管理や物流等に IoT を

活用している事例  

区分 6．その他：上記 1～5 以外の技術

に関する取組を行っている事例  

 調査の結果、国内の食品関連事業者

により、情報技術が盛んに活用されて

いることが明らかとなった。製品検査

や工程管理に AI 技術が活用されており、

これまで人が目視で行っていた作業を

画像認識で自動化し、AI に過去のデー

タ熟練技術者のノウハウを学習させ、

品質の均一化、高効率な生産体制の構

築を実現していた。流通においては、国

内産牛については個別識別番号の表示

が義務化されたことも相まって、サプ

ライチェーンに関する情報が集約され、

生産履歴が提供されていた。その他、各

社コンビニエンスストアでも全ての商

品に電子タグをつけ、商品の個別管理

の実現を目指しており、トレーサビリ

ティシステムの構築が進められていた。

また、温度計など IoT を導入し、記録し

たデータをクラウド上で統合、得られ

た情報をもとに食品調理加工や管理に

利用し最適化を実現していた。  

 食品安全分野以外の行政においても

AI 技術や IoT の活用が盛んであった。

情報技術を活用し、各分野のネットワ

ーク強化や生産プロセスの効率化等の

促進が図られていた。また官公庁の持
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つビックデータが公開され、民間での

利用も検討されていた。官民が連携し、

情報の収集・共有技術の開発、情報の効

果的な利活用法が研究開発されていた。 

 

(3)食品汚染物質部会 (CCCF) 

C.D.(3)-1 Codex 文書の翻訳  

 以下の 3 つの Codex 文書と 1 つの情

報提供文書を対象に選定して翻訳し

た。  

・「規制値のない食品汚染物質の検出

事例後における迅速なリスクアナリ

シスに関するガイドライン」(CXG 92-

2019) 

・「化学物質による食品の汚染を低減

するための発生源対策に関する実施

規範」 (CXC 49-2001) 

・「食品及び飼料中のピロリジジンア

ルカロイド汚染の防止及び低減のた

めの雑草管理に関す る実施規範」

(CXC 74-2014) 

・「さまざまなリスク評価結果を考慮

したリスク管理オプションのための

ガイダンス」 (CCCF 情報提供文書、  

2015 年 5 月 28 日公開 ) 

 

CXG 92-2019: CXG 92 は 2019 年に採

択された文書であり、規制値のない化

学汚染物質が食品から検出された場

合に行うべき迅速なリスク評価や行

政対応を示したガイドラインである。

分析技術の向上により、以前は検出さ

れなかった化学汚染物質が検出され

る場合がありその頻度も増しており、

そのために上記判断に困る状況が生

じている。仮に輸出入時の検査で上記

状況が生じれば、手続きが滞るだけで

なく輸出入国間の係争に発展する可

能性もある。実際に、規制値のない化

学汚染物質が検出されたことを理由

に当該食品の輸入を停止した国が、そ

の相手国から他の食品について同様

に輸入を停止されるという事案も発

生している。このようなことを背景と

して、規制値のない化学汚染物質が食

品から検出された場合における対応

の国際的な調和が必要とされ、CCCF

が検討し CXG 92 を策定した。世界中

から多種多様な食品を輸入している

わが国にとって、本ガイドラインの重

要度は非常に高い。さらに、わが国か

らの輸出にも関連することだが、国内

生産された食品から規制値のない化

学汚染物質が検出された場合にも、こ

のガイドラインを参考とした対応を

検討することができると考えられる。 

CXC 49-2001: CXC 49 は、多種多様な

物質による食品汚染の防止及び低減

を目的とした重要な実施規範である。 

CXC 74-2014: CXC 74 は、植物中に天

然に存在する化学物質であるピロリ

ジジンアルカロイド類 (PAs)による食

品及び飼料の汚染を防止及び低減さ

せるための雑草管理に関する実施規
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範である。およそ 6000 種の植物によ

り 600 種類ほどの PAs が産生されるこ

とが知られている。1,2-不飽和 PA の毒

性は PAs の中でも高く、ヒトでの標的

臓器は肝臓である。これまでに PAs に

汚染された小麦や PAs を含むハーブ

(例：コンフリー )を摂取したことによ

るヒトの中毒事例が報告されている。

ヒトの中毒事例以外にも、汚染された

飼料を食べた家畜の中毒事例や食用

部位への PAs の移行が報告されている。

このようなことを背景として、PAs に

汚染された植物又は動物由来食品や

家畜用飼料の摂取による、ヒト及び家

畜への健康危害リスクを低減させる

ことを目的に、本文書は開発された。 

「さまざまなリスク評価結果を考慮

したリスク管理オプションのための

ガイダンス」：本文書は、CCCF により

作成された情報提供文書であり、いわ

ゆる Codex 文書ではない。食品の汚染

物質に関するリスク管理においては、

リスク評価で得られた科学的根拠に

基づき、オプション (選択肢 )の検討、

選択、実行、見直しが行われる。CCCF

であれば JECFA や FAO/WHO 専門家

会合によるリスク評価の結果が、わが

国であれば内閣府食品安全委員会に

よる健康影響評価の結果が、リスク管

理を検討する際の科学的根拠となる。

これまでの食品汚染物質のリスク評

価では、主に動物実験等で観察された

用量反応曲線から求められた無毒性

量 (NOAEL)や最小毒性量 (LOAEL)を

もとに、耐容一日摂取量 (TDI)などの

健 康 影 響 に 基 づ く ガ イ ダ ン ス 値

(HBGV)を設定し、暴露量と比較して

きた。一方近年のリスク評価では、

NOAEL に代わるベンチマーク用量

(BMD)やリスクの大きさを定量化す

る暴露マージン (MOE)、及び毒性学的

懸念の閾値 (TTC)が利用されるように

なるなど、アプローチが多様化した。

このような状況を背景として、リスク

管理者が様々なリスク評価結果に対

応する上で活用すべき文書として、本

情報提供文書が開発された。本文書に

は、最近のリスク評価に用いられてい

るアプローチや用語の説明と、CCCF

が国際的なリスク管理者として検討

すべきことの他に、各国のリスク管理

者が CCCF により策定された規格やガ

イドライン等を考慮した上で検討・選

択可能な管理オプションが記されて

おり、わが国の担当者にとっても参考

になる。  

 

C.D.(3)-2 各国における魚の摂食に関

する助言の調査  

魚におけるメチル水銀濃度の基準

値設定については、CCCF の前身ある

CCFAC により議論が開始されており、

CCCF ではガイドライン値 (GL)の見直

し作業が進められてきた。その結果と
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して、マグロ類 (Tuna)、キンメダイ

(Alfonsino)、マカジキ類 (Marlin)、サメ

類 (Shark)のそれぞれを対象とした ML

が、2018 年に開催された Codex 総会

第 41 回会合において採択された。上

記 ML の採択後も、上記以外の魚種を

対象とした ML 設定等に関する議論が、

現在も続けられている。  

これまでの CCCF によるメチル水銀

の GL 見直しに関する議論において、

リスク管理オプションとしての魚の

摂食指導の必要性にも繰り返し言及

された。これは、2006 年に開催された

JECFA 第 67 回会合において、メチル

水銀暴露量の低減にとって GL 設定は

効果的な方法ではなく、消費者、特に

リスク集団への助言が効果的である

と結論されたことの影響が大きい。

2013 年に開催された CCCF 第 7 回会

合では、魚の摂食指導の有効性を認め

それを取り扱う文書の策定が必要で

あるとの意見に複数国が同意した。し

かし WHO 代表が、摂食指導は国際レ

ベルではなく国家レベルで検討する

ことが適当であると指摘した。そのよ

うな指摘を受けて CCCF は、摂食指導

を国際レベルで検討すべきではなく、

国内レベルで検討することが適切で

あることに最終合意した。  

上記のような CCCF による過去の議

論も踏まえ、本研究では、メチル水銀

を含む魚の摂食に関して、諸外国の公

的機関が提供している助言を調査し、

内容をまとめた。各国により提供され

ている助言の比較により明らかにな

った点を以下に示す。  

・妊娠可能年齢の女性、妊婦、及び授

乳婦を対象に、メチル水銀濃度が高く

なる可能性のある魚種は摂食しない、

あるいは摂食量を制限するよう助言

している点は、各国に共通している。 

・乳幼児などの子供についても一部の

魚種の摂食量を制限するよう助言し

ている国が多い。子供を助言提供の対

象にしている国のうち、カナダ、米国、

韓国は、年齢を要素とする段階的な制

限を示している。しかし JECFA 第 67

回会合では、メチル水銀の有害影響の

可能性を理解しつつも明確な根拠は

ないと結論されており、2010 年に開催

された FAO/WHO 専門家会合では、魚

を食べることによるリスク－ベネフ

ィットの定量化には情報が不十分だ

とされている。  

・現在は魚を食べることによる栄養面

でのベネフィットを考慮して、「リス

ク -ベネフィット」のバランスを考慮

した助言や注意喚起が多くなった。  

・メチル水銀に加えてダイオキシン類

及び PCB 類への暴露によるリスクに

ついても、魚の摂食に関する助言にお

いて考慮している国がある。  

・摂食制限の内容に関しては、摂食を

しないこと、あるいは摂食の頻度と量
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を 1-2 週間から 1 ヶ月程度の幅で何回

又は何グラム (オンス )とすることが、

助言されている。ただし、摂食頻度と

量の設定は国ごとに多様である。  

・摂食指導の対象魚種については、多

くの国が妊婦及び授乳婦を対象に、マ

グロ類、メカジキ /マカジキ、オレンジ

ラフィー、サメを摂食しないあるいは

摂食量を制限するように呼び掛けて

いる。マグロ類、メカジキ /マカジキ、

サメは、CCCF において ML 設定され

た魚種とも一致しており、メチル水銀

が高い魚種として世界的に認識され

ていることが分かる。現在、オレンジ

ラフィーを対象とした ML は設定され

ていないが、CCCF 第 14 回会合で議論

される予定である。第 14 回会合では、

オレンジラフィーの他に、マジェラン

アイナメ (Patagonian toothfish)を対象

とした ML 設定についても議論される

予定である。しかしマジェランアイナ

メについては、米国 食品医薬品局

(FDA)及び米国環境保護庁 (EPA)が妊

婦・妊娠予定の女性・授乳婦・乳幼児

を対象とした助言において、「グッド

チョイス」の区分に分類している。ま

た同じく ML 設定について議論される

予定のキングクリップ (リング：Pink 

cusk-eel, Ling)は、ニュージーランド一

次産業省 (MPI)による妊婦を対象とし

た助言において、摂食制限しない魚の

区分に分類されている。  

CCCF 及び CCCF により設置された

EWG における検討では、メチル水銀

濃度と国際的な貿易量を考慮して ML

設定の対象魚種を選定することとさ

れており、これまでに収集された国際

的なデータの解析結果に基づき、マジ

ェランアイナメとキングクリップは

メチル水銀濃度が比較的高い魚種で

あると判断された。そのため、米国や

ニュージーランドによる助言内容が

今後変更される可能性もある。  

・ツナの缶詰については、摂食制限す

る国としない国が分かれている。摂食

制限しない国は、ツナの缶詰の原料が

メチル水銀の濃度が低い小型のマグ

ロ類やカツオであることを理由とし

て挙げている。ツナの缶詰を ML 設定

対象にすべきかについては、CCCF に

おいても議論されてきた。しかし、一

般的に水銀 /メチル水銀の濃度が低く、

摂食量も少ないことを理由として、

ML 設定対象とはしないことが第 11 回

会合において合意されている。  

・助言対象のその他の魚種には、地域

特性が見られる。特に魚の摂食量が多

い北欧やニュージーランドには、その

特性が顕著に表れている。米国やノル

ウェーのように、市販の魚だけでなく、

自らや、家族、友人が捕獲した魚も助

言対象に含めている国もある。  

・米国、ニュージーランド及びスウェ

ーデン、香港のように、摂食を制限す
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る魚だけでなく、摂食を推奨する魚類

や貝類を助言に含めている国もある。 

・先述の通り、魚の摂食による栄養面

でのベネフィットを考慮し、さまざま

な種類の魚を食べるよう推奨してい

る国が多い。  

 メチル水銀暴露量の低減を目的と

した、各国による魚の摂食に関する助

言は、対象とする集団や魚種、魚の摂

食頻度や量などに、食事パターン等の

その国の特性が反映されており、自国

の状況を踏まえた助言とすることの

重要性をよく示しており、興味深い。 

 

(4) 食 品 残 留 動 物 用 医 薬 品 部 会

(CCRVDF) 

C.D.(4)-1 MRLs の外挿に関する議論

の背景・経緯等  

 MRL の外挿に関する議論は、魚種に

対する MRL の外挿に関する議論によ

って開始された。CCRVDF 第 24 回会

合において、魚種に対する MRL 設定

の実行可能性について検討した EWG

の作業について議論され、 in-session 

WG におけるプレゼン内容が修正され

た。これらのレポートでは、JECFA が

勧告した MRL の外挿を認める一方、

これを制限する多くの要因があり、最

も大きな要因は、恐らく「MRL を勧告

するためには、関連する動物種におい

て動物用医薬品の使用が承認されて

いること」との規定であることが言及

された。  

 CCRVDF の WG からの提案 (いわゆ

る revised Option C)では、外挿する基

となる種の MRL が標準的な実施に沿

って JECFA によって海産物に設定さ

れている場合に外挿を考慮可能であ

ることが示された。また、これらの

MRL は、「動物用医薬品の承認審査資

料の調和に関する国際協力 (VICH)」の

枠組みで作成されたガイドライン (GL 

57)において定義された分類に基づき、

1 つ以上の“目”に外挿され、その後、

可能であればカレイ目以外の魚類に

外挿されることが提案された。なお、

この方針のもとでは、新たな JECFA の

評価を必要とすることなく外挿が可

能であり、MRL が外挿される種におけ

る適正動物医薬規範 (GVP)に沿った使

用も要求されないことが言及された。 

 CCRVDF 第 24 回会合において、提

案された revised Option C の適切性に

関して結論には至らなかったものの、

MRL の外挿に関しては、魚以外の動物

種にも関連していることが言及され

た。そのため、EWG において、外挿に

関するより広範な討議文書を作成す

ることで合意が得られた。  

 上記議論の経緯を踏まえ、CCRVDF

第 25 回会合において議論される予定

である、魚以外の動物種にも適用可能

な外挿法に関する討議文書(Discussion 

paper on extrapolation of MRLs to one or 
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more species (including a pilot on 

extrapolation on MRLs identified in Part 

D of the Priority List –  REP18/RVDF, 

App.VI))が作成されるに至った。  

 本討議文書において、1)外挿の基と

なる動物種 (外挿基動物種 )において

GVP に準拠した使用があり、JECFA に

よる完全な評価にサ ポートされた

MRL を必要とすること、2) JECFA に

よる新たな評価を必要とせず、MRL が

外挿される動物種 (外挿先動物種 )にお

ける GVP に準拠した使用も要求され

ない点については、revised Option C と

同様であった。  

 

C.D.(4)-2 MRLs の外挿の考え方  

 討議文書における外挿の手法は、

「MRL の外挿先動物種における代謝

は、外挿基動物種における代謝と同様

である」との前提の上に成立している。

この前提は、原則として、外挿基動物

種と外挿先動物種が関連した種であ

る場合に成立すると考えられている。

また、討議文書における提案は、JECFA

の勧告に基づき既に MRL が設定され

ている動物種に関連した種に対して

MRL を設定する場合の、一般原則に基

づく実践的な手法を提供すること、ま

た特異的なデータが得られない動物

種に対する効率的な MRL の設定を目

的としたものである。  

 マーカー残留物 (モニタリング目的

で使用される残留物 )の選択について

は、外挿基動物種と外挿先動物種が関

連した種であり、代謝が同様であれば、

外挿基動物種において選択されてい

るマーカー残留物を、外挿先動物種の

マーカー残留物として使用すること

は適切と考えられる。また、マーカー

残留物が親化合物のみの場合には、他

のマーカー残留物を生じるような代

謝が起きていないため、外挿の信頼性

は最も高くなると考えられる。一方で、

関連しない動物種間での外挿や、マー

カー残留物に代謝物が含まれる場合

には、外挿の信頼性が低下すると考え

られる。そのため、討議文書において

は、これらのケース (関連しない動物

種間の外挿、マーカー残留物に代謝物

が含まれる場合 )が検討されていない。

しかし、将来的には検討される可能性

がある旨に言及されている。  

 外挿基動物種と外挿先動物種との

間で、残留物の減衰時間が異なる場合

が予想される。しかしながら、残留物

濃度が MRL の濃度まで減衰した時点

における残留のパターンが、外挿基動

物種と外挿先動物種の間で類似して

いる、すなわち総残留物に対するマー

カー残留物の比が同等である場合に

は、減衰時間の違いは外挿された MRL

の安全性に影響を与えないと考えら

れる。残留物のパターンが類似してお

り、MRL の設定が適切であれば、食品



22 

摂食量が同一であることを条件とし、

外挿基動物種と外挿先動物種のいず

れに食品が由来しても、消費者は同量

の残留物に曝露されると考えられる

ためである。相違点は、外挿基動物種

と外挿先動物種における残留物量が

MRL 濃度まで減衰する時間であるこ

とから、適用される休薬期間が MRL

を担保するのに十分であることが重

要と考えられる。  

 外挿基動物種と外挿先動物種にお

けるマーカー残留物とその他の残留

物の分布比が実質的に異なる場合に

は、外挿された MRL の適切性はより

不確かになる。このような違いは、“総

残留物に対するマーカー残留物の比

(M:T)”の違いに反映される。外挿基動

物種に比べ外挿先動 物種における

M:T が低く、これらの動物種に同じ

MRL が設定される場合には、残留物濃

度が MRL の濃度にまで減衰した時点

において、総残留物濃度は外挿基動物

種よりも外挿先動物種において高く

なる。このことは、消費者の暴露量が

ADI を超過する原理的な可能性につ

ながる。したがって、MRL の外挿は、

外挿基動物種に対する摂取量評価で

使用された M:T が外挿先動物種に対

しても安全に適用可能と仮定される

条件において実行されるべきと考え

られる。  

外挿された MRL の取扱いや運用に

ついては、以下の提案がなされている。 

・CCRVDF が外挿された MRL に同意

した場合には、これらの MRL が、物

質 /動物種に特異的な JECFA の評価に

基づくものではなく、外挿によって設

定された MRL であることを明確にす

べきである。  

・Codex MRL のデータベースに収載さ

れる値には、適切なシンボルが付され

るべきである。  

・外挿された MRL は、外挿基動物種

の MRL が変更された場合や、問題と

なる物質に関する新たなデータ /情報

が得られた場合には、再度検討される

べきである。  

 

C.D.(4)-3 MRL の外挿の規準  

討議文書に示された MRL の外挿の

規準について、以下の通り整理し、ま

とめた。  

○外挿の全般的な規準  

・外挿は、外挿基動物種と外挿先動物

種において、同じ組織 /食品分類間で行

うべきである。(例：筋肉から筋肉、脂

肪から脂肪、など ) 

・MRL の外挿については、以下の事項

の全てが満足される場合にのみ検討

されるべきである。  

i)外挿基動物種と外挿先動物種が関連

した種であること。  

ii)外挿基動物種におけるマーカー残

留物が親化合物のみ、もしくは外挿基
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動物種における MRL のステータスが

“unnecessary”であり、活性物質 (動物

用医薬品 )の同一条件での使用が期待

できること (すなわち、投与経路が同

じであり、用量が同等であること )。  

iii)外挿基動物種に設定された M:T が、

外挿先動物種にも適用可能であるこ

と。  

○外挿の具体的な規準  

 上記の項目 iii)の規準を満たすこと

を保証するために、以下の具体的な規

準が提案されている。  

i) JECFA の勧告に基づき、少なくとも

2 つの関連する動物種において同一の

MRL が設定されている場合に、これら

の MRL は他の関連する動物種に外挿

され得る (例：牛と羊から全ての反芻

動物に外挿 )。  

ii)2 つの関連する動物種に対して、

JECFA の評価においては同一の M:T

が使用されているに も関わらず、

(JECFA により )勧告された MRL が異

なる場合には、最も保守的な MRL セ

ット (最も低い消費者の曝露評価と関

連する動物種の MRL)が他の関連する

動物種に外挿され得る (例：牛と羊に

対して異なる MRL が設定されており、

ヤギへの外挿を考慮する場合、最も低

い MRL が外挿されるべきである）。  

iii)ある単一の外挿基動物種の全組織

において、JECFA で設定された M:T が

“1”である場合、関連する動物種に対

して同一の MRL を外挿可能である。  

iv)魚種に関しては、JECFA が勧告した

筋肉 /切り身の MRL が定量下限値

(LOQ)を基に設定されている場合には、

全ての硬骨魚に外挿が可能である。  

v)乳及び卵に関しては、動物組織にお

ける M:T が“1”ではない場合であっ

ても、外挿基動物種の乳もしくは卵に

おいて JECFA で設定された M:T が“1”

である場合には、外挿基動物種の MRL

を他の反芻動物の乳、他の飼育された

家禽の卵にそれぞれ外挿することが

可能である。  

 

C.D.(4)-4 その他リスク管理に関する

国際的な動向について  

 CCRVDF 第 19 回会合の前後から、

“ヒトへの発がん性等が懸念される

ことから JECFA が ADI/MRL を勧告で

きない動物用医薬品”の議題に関する

議論が始まっている。この議題に関し

ては、「食用動物に対して原則として

使用しない」旨のリスク管理勧告案が

作成され、未だに使用国からの強い反

対意見が残るものの、関連する動物用

医薬品ごとに当該勧告案の適用につ

いて議論が進められている。現在まで

に、クロラムフェニコール、マラカイ

トグリーン、カルバドックス、フラゾ

リドン、ニトロフラール、クロルプロ

マジン、スチルベン類 (主にジエチル

スチルベストロール )、及びオラキン
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ドックスについてはリスク管理勧告

案が採択され、CAC/MRL 2-2014 に収

載されている。  

 本年度の検討結果として先に示し

た通り、近年では、“MRL の外挿”に

関する議論が進められている。また、

MRL の外挿に関する議論の開始に続

き、効率的な外挿を考慮した“可食臓

器の分類”に関する議論も第 23 回会

合以降に開始された。本議題に関して

は、Codex の枠組みにおける食品分類

(Classification of foods and animal feeds; 

CXA 4-1989)との整合を図るため、

CXA 4 を策定する Codex 委員会・残留

農薬部会 (CCPR)との共同で議論が進

められている。  

 上記の MRL の外挿や可食臓器の分

類に関する議論については、途上国を

含む各国の輸出拡大・促進への取組み

強化も要因の 1 つとなり、今後一層活

発な議論がなされるものと考えられ

る。  

 

C.D.(4)-5 国内における検査等への影

響  

 MRL の外挿が検討されている動物

用医薬品と動物種 /組織の組み合わせ

に関しては、代謝や休薬期間に関する

データが基本的にない。このような組

み合わせについてわが国は、抗生物

質・合成抗菌剤以外の動物用医薬品に

ついては一律基準 (0.01 ppm)を設定し、

抗生物質・合成抗菌剤については“含

有してはならない”と規定している。

ほとんどの場合に、上記の一律基準値

や“含有してはならない”に係る規定

よりも、外挿される MRL の方が高い

値になると考えられる。よって、国内

における公定試験法の検討時に、一律

基準や“含有してはならない”の規定

を踏まえた濃度について、対象となる

動物種 /組織への適用性が検討されて

いれば、外挿により設定された Codex 

MRL を指標とした検査にも対応が可

能と考えられる。しかし、わが国にお

いては、効率化の観点から、MRL 設定

される動物種 /組織を優先して公定試

験法が検討される場合がほとんどで

あり、多くの試験法については外挿に

より設定された Codex MRL への適用

性が不明である。  

 以上のことから、特に輸入量が多い

食品や使用される可能性が高い動物

用医薬品については、事前に公定試験

法の有無や検討された動物種 /組織等

を調査し、MRL が外挿される動物種 /

組織に対する適用性が不明な場合に

は、海外の分析法に関する文献等の調

査、国内の公定試験法の適用性の検

討・改良等を行い、今後の国内におけ

る輸入食品の検査を円滑に実施でき

るよう準備が必要であると思われる。 

 

(5)残留農薬部会 (CCPR)並びに分析・
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サンプリング法部会 (CCMAS) 

C.D.(5)-1 CCMAS におけるサンプリ

ングの一 般ガ イド ライン  (CXG50-

2004) の改訂に関する議論  

C.D.(5)-1-1 第 40 回会合以後、回付文

書 (CL 2020/27/OCS-MAS)が回付され

るまでの経緯  

 サンプリングの一般ガイドライン

(CXG 50-2004)は、Codex 委員会におい

て採択される様々なサンプリング法

(サンプリングプラン並びにサンプリ

ング手順 )の基礎となるため、CCMAS

が開発したガイドラインの中でも特

に影響が大きく、重要な文書である。

CXG 50 は、Codex の枠組みにおいて

必要とされる、すなわち輸出入時検査

において必要とされるサンプリング

の目的を踏まえ、抜き取りサンプリン

グ (acceptance sampling)を主に取扱っ

ている。透明性や合理性の確保あるい

は、合意されていることが重要となる

ため、関連する ISO が策定する国際規

格との整合にも配慮し、実行可能性を

踏まえた比較的単純なサンプリング

法が、CXG 50 には収載されている。  

理論上の背景となるため、サンプリ

ングを理解しようとすれば、統計学に

関する最小限の知識が必要となる。従

って、CXG 50 を理解しさらに活用し

ようとするならば、統計学の知識が必

要となる。本来 CXG 50 は、上記のよ

うなサンプリングを理解するために

必要な専門知識を有する適格者によ

って、もしくは適格者から提供される

助言に基づき、活用されるべきガイド

ラインであると考える。しかし、CXG 

50 に含まれる内容が難しすぎるとの

意見が、Codex 個別食品部会から提出

されたことを契機に、読者にとってよ

りわかりやすい文書への改訂が検討

されることになった。  

2016 年に開催された第 37 回会合に

おいて、ニュージーランドを議長国と

する EWG が設置され議論が開始され

た。その後 2017 年開催の第 38 回会合

を経て、2018 年の第 39 回会合開催ま

での間、同じ体制での議論が継続され

た。第 39 回会合では、CXG 50 の改訂

を作業とする新規作業提案文書が最

終化され、同年に開催された CAC 第

41 回会合により採択された。これによ

り CXG 50 の改訂は、ステッププロシ

ージャに沿って進められる Codex 手

続き上の正式な作業として、検討され

ることになった。第 40 回会合に向け

て設置された EWG においても引き続

きニュージーランドが議長国を務め

検討が進められた。しかし、会合では

その成果が文書として示されず、作業

に関する簡単な説明がされただけで

あった。  

第 40 回会合に至るまでの間、ニュ

ージーランドは CXG 50 の改訂案とそ

の補完を目的とした e-book の開発を
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検討していた。また、統計学的な背景

が無くてもサンプリングプランが設

計可能なツールとして、サンプリング

Apps (無償の統計学ソフトフェア R を

利用し web 上で動作するプログラム。

以下、Apps とする。 )の開発を進め、

EWG に提示していた。Apps に関して

は、ハイパーリンクが設定されており、

e-book の一部であると説明されてい

た。なお、e-book は、Codex の枠組み

の中では目的に合わずに使用するこ

とのできない多様なサンプリングの

説明、並びにそれらサンプリングに対

応する Apps を含んでおり、実用性に

乏しい、できの悪い教科書のようであ

った。このようなニュージーランドの

取組と説明に対して、国際規格である

ISO 規格を参照することにより維持さ

れてきたサンプリングプランの整合

が失われることや、本来はサンプリン

グプランを設計する能力を持たない

人 (あるいは個別食品部会 )による安易

な利用が懸念された。第 40 回会合の

議場において、わが国は、 e-book の

Codex の枠組みにおける取扱について

その正当性の検証や CXG 50 との関連

性の整理、また保守管理について意見

を述べている。この意見を踏まえ、改

訂後の CXG 50 の理解と使用を容易に

するための補足文書として、Codex ウ

ェブサイトへの e-book の掲載方法等

について Codex 事務局とニュージー

ランドが協議することにもなった。議

場全体としては、サンプリングプラン

の設計が容易になると考え、ニュージ

ーランドの取組を支持する国もあっ

たように思う。しかし一方で、わが国

と同様に、ニュージーランドの取組そ

のものあるいは取組の方向性に懸念

を感じる国もあるように感じられた。

さらに、EWG に提出される意見が特

定の国に偏っていた点からは、多くの

国が現在の議論の状況を把握するこ

とができていないあるいは、態度を保

留しているようにも思えた。第 40 回

会合において、EWG の再設置が決め

られたがこれと同時に、これまで議長

国を務めてきたニュージーランドに

加えて米国が共同議長国を務めるこ

ととされた。このことは、米国がわが

国と同様の懸念を持ち、名乗り出た結

果であると理解される。しかし、第 40

回会合以後もニュージーランドは実

質的に単独で CXG 50 改訂案と e-book

の開発を進めた。  

2020 年 1 月に、ニュージーランドが

開発を進めた CXG 50 改訂案と e-book

が EWG 内で回覧された。しかし、ニ

ュージーランドは、回覧した CXG 50

改訂案と e-book には共同議長国であ

る米国の意見が反映されていないと

説明した。その後、上記 EWG 内で回

覧されたものとほぼ同一内容の CXG 

50 改訂案と e-book が、2020 年 3 月に
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回付文書 CL2020/27/OSC-MAS として

ステップ 3 で回付された。米国は、こ

の回付文書の付属文書 (Appendix III)

として、現在の CXG 50 の構造を維持

し必要な改訂だけを行うこと等、わが

国とも共通する多数の意見を提出し

た。  

以上、CXG 50 改訂議論の発端から

2020 年 3 月に CL2020/27/OSC-MAS が

回付されるまでの経緯について概略

をまとめた。  

 

C.D.(5)-1-2 CL 2020/27/OCS-MAS 回付

後の検討  

先述のとおり、第 40 回会合以後に

行われた EWG による検討の結果 (実質

的にはニュージーランドによる単独

検討の結果 )として、CXG 50 改訂案と

e-book が、2020 年 3 月にステップ 3

で回付された。この回付に対してわが

国 は 、 CL2020/27/OSC-MAS の

Appendix III に示された米国の意見を

支持することを柱として、新規作業提

案文書により合意された方針に沿っ

た作業を促すために、厳しい指摘を含

む以下のコメントを提出した。  

「Japan would like to thank New Zealand 

and the United States for all of effort in 

preparing the discussion documents about 

revising CXG 50-2004. To our knowledge, 

the aim of revising GXG 50-2004 is to 

improve user friendliness, not to review 

the full content of existing CXG 50. The 

efforts for revising CXG 50 should be 

made to provide a simpler more 

understandable guideline in line with the 

new work proposal (REP18/MAS-

Appendix V). If a full review of CXG 50 

from the viewpoint of statistical sampling 

plan was proposed as new work, it might 

not be sure whether the proposal was 

approved in CCMAS. In the EWG for 

CCMAS40, Japan suggested that the 

structure of draft revised CXG 50 should 

be the same as that of the existing CXG 

50 as much as possible in order to be user 

friendly. However, the proposed draft 

CXG 50 is an entirely different document 

that misses much of the practical 

guidance and useful information as 

mentioned by the US. Japan suggests that 

further discussion will be held with due 

consideration of US proposal and that the 

US proposal "US proposed CXG50 

revision Top-level Outline" shown in 

Appendix III to CX/MAS 20/41/9 will be 

appropriate structure of revised CXG 50.」 

 2020 年 5 月 に 予 定 さ れ て い た

CCMAS 第 41 回会合が延期となった

ことを受け、本 EWG は継続して検討

を進めることとなった。継続検討の 1

つめの成果として、 CL2020/27/OSC-

MAS への各国意見の要約とそれに対

するニュージーランドの対応をまと
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めた報告書が、2020 年 9 月に EWG 内

で回覧された。本報告書に示された改

訂ドラフトガイドラインの構造は、前

述の米国の提案に基づいてはいるが

多くの修正や変更を含む。  

 EWG 回覧のために本報告書が投稿

された web 上のプラットフォームに

おいて、ニュージーランドは以下の通

り説明している。  

・CL2020/27/OSC-MAS には、14 加盟

国及び 3 つのオブザーバー組織から意

見が提出された。  

・ニュージーランドは、EWG の議長国

として、適切な場合には EWG 議長と

しての対応並びに技術的な説明とと

もに、各国の意見を含む報告書を作成

した。改訂されたドラフトガイドライ

ンが基礎とすることになるであろう

修正された文書構造を附属させた。  

・改訂作業の基本方針として、適合性

試験に関するセクションのように削

除への幅広い支持が無い限り、様々に

異なる意見の調整を試みると同時に、

科学的な妥当性についても考慮に加

えた。  

・EWG には以下を心にとめておくこ

とが求められる。  

a. この報告書は完成したものであり、

あなたのための情報に加えられるこ

と。  

b. ニュージーランドは、この報告書を

改訂されたドラフトガイドラインを

準備するための基礎として使用する

こと。  

c. 第 41 回会合の前には、改訂された

ドラフトガイドラインが事務局に送

付され、意見募集のための回付文書と

なるであろうこと。  

 ニュージーランドによる予告の通

り 、 新 た な CXG 50 改 訂 案 が CL 

2021/10/OCS-MAS として 2021 年 3 月

末に回付された。  

 

C.D.(5)-1-3 CCMAS における測定の不

確かさの一般ガイドライン (CXG54-

2004)の見直し、情報提供文書の開発、

Type II 分析法選択規準に関する議論  

第 41 回会合の開催延期を踏まえ、

各種課題の検討を EWG によって継続

するために、2020 年 5 月には回付文書

(CL2020/31/OCS-MAS)により、①CXG 

54 改訂案、②測定の不確かさの推定方

法に関する情報提供文書案、③複数の

Type III 分析法の中から Type II 分析法

を選択するための規準に関する討議

文書を対象とするコメントが募集さ

れた。  

①測定の不確かさの一般ガイドライ

ン (CXG 54-2004)の見直し  

CCMAS 第 37 回会合での議論を契

機に、測定の不確かさの一般ガイドラ

イン (CXG 54-2004、以下 CXG 54 とす

る )の改訂作業が開始された。第 40 回

会合開催後の 2019 年 7 月には、CXG 
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54 改訂案へのコメントがステップ 6

で求められた。その後に開催予定であ

った第 41 回会合は延期されたが、

EWG において検討を継続することに

なった。  

CXG 54 の改訂に関する議論につい

ては、本研究においても継続して取り

上げ検討してきた。EWG への参画や

会合への参加を通じて、わが国の考え

方や助言が多数のコメント等として

CCMAS に提出されもしてきた。今後、

適合性評価における不確かさの利用

等に関して繰り返された議論のよう

に、不用意に議論が蒸し返されること

が無く、得られた結論が尊重されれば、

次回会合において CXG 54 の改訂は完

了する可能性が高いと考えられる。わ

が国も、次回会合による作業完了 (ス

テップ 8 で CAC による採択を諮るこ

と )を、基本的には支持している。  

②測定の不確かさの推定方法に関す

る情報提供文書の開発  

 CXG 54 の改訂に合わせ、測定の不

確かさの推定方法の事例共有が有用

との意見が提出され、第 40 回会合に

おいて、情報提供文書の作成が合意さ

れた。CL2020/31/OCS-MAS により情報

提供文書案が回付されコメントが求

められたが、本研究による検討結果も

踏まえ、わが国の政府コメントが提出

された。  

③複数の Type III 分析法の中から Type 

II 分析法を選択するための規準に関す

る討議文書  

 CXS 234 の点検及び更新作業、及び

情報提供文書「Comprehensive guidance 

for the process of submission, 

consideration and endorsement of 

methods for inclusion in CXS 243」の開

発を通じて、Type III に分類される分

析法が複数ある際に、その中から唯一

の分析法を選択し Type II に分類する

ための規準の必要性が認識されるよ

うになった。この課題に取組むために、

第 40 回会合により EWG が設置され、

議長国を務めたスイスが作成した討

議文書が CL2020/31/OCS-MAS により

回付されコメントが求められたが、本

研究による検討結果も踏まえ、わが国

の政府コメントが提出された。  

 

C.D.(5)-1-4 CCPR 第 52 回会合におけ

る議論が予定されている 2 つの議題に

関する検討  

CCPR を対象とした本年度の本研究

においては、第 52 回会合における議

論が予定されている議題の中から、①

「Codex MRLs (CXLs)の設定から除外

される可能性のある、公衆衛生上の懸

念が低い化合物を対象としたガイダ

ンスの開発に関する討議文書  (以下、

「懸念の低い物質のガイドライン」と

する。 )」、並びに②「定期的なレビュ

ープログラムにおけるデータ提供等
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において、製造事業者等のサポートが

得られない化合物の管理に関する討

議文書 (以下、「サポートが得られない

化合物の管理」とする。)」を特に取り

上げ検討した結果を報告する。  

①「懸念の低い物質のガイドライン」

の検討  

 第 50 回会合において、生物農薬の

規制に関する国際的なガイドライン

が存在しないために、各国による独自

規制につながり、貿易上の問題になる

可能性が指摘された。この指摘を踏ま

え、チリを議長国、インドと米国を共

同議長国とする EWG が設置され検討

が進められた。第 51 回会合において、

「CXLs の設定から除外される可能性

のある、公衆衛生上の懸念が低い化合

物を対象としたガイダンス」の開発を

新規作業提案することが承認され、

CAC 第 42 回会合において採択された。

これにより、Codex 委員会における手

続き上の正式な作業として、検討が開

始された。第 51 回会合後も、チリを

議長国、インド並びに米国を共同議長

国とする EWG が設置され、第 52 回会

合に向けてガイドライン案の開発が

進められた。  

 第 52 回会合のために準備された討

議文書 CX/PR20/52/12 の Appndix I と

して、ガイドライン案が示された。

2020 年に予定されていた第 52 回会合

の開催は延期されたが、同年 6 月に回

付された CL2020/14-PR により、上記

ガイドライン案へのコメントがステ

ップ 3 で募集された。その後、各国か

ら提出されたコメントの整理結果を

踏まえてガイドライン案は改訂され、

2020 年 10 月に、コメント募集のため

に EWG 内で回覧された。  

本ガイドラインの開発に当たって

は、特定の化学物質の不要な規制等に

つながらないようにするために、あく

まで該当する化学物質の選択規準を

示す文書となることを十分考慮して

検討が進められるべきと考える。SPS

協定上の効力を持つ可能性があり定

期的な見直しの必要にもつながるた

め、CXLs の設定が不要な特定化学物

質のリスト作成を作業としないよう

に留意すべきでもある。なお、本ガイ

ドライン案においても取り扱われて

いる、農薬としての有効性を持つ植物

や昆虫等に由来する化学物質に関し

て、下記の OECD のガイダンス文書が

存在することを補足しておく。  

OECD ガイダンス文書：  

「Guidance document on botanical active 

substances used in plant protection 

products (Series on Pesticides No. 90)；

植物保護製品において使用される植

物性有効成分に関するガイダンス文

書  (農薬シリーズ  No. 90)」。  

「Guidance document on semiochemical 

active substances and plant protection 
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products (Series on Pesticides No. 93)；

体外分泌情報伝達物質並びに植物保

護製品に関するガイダンス文書  (農

薬シリーズ  No. 93)」。  

 

②「サポートが得られない化合物のガ

イドライン」の検討結果  

第 50 回 会 合 で 議 論 さ れ た 、

FAO/WHO 合同残留農薬専門家会議

(JMPR)が評価する農薬の優先順位付

けリストとスケジュールについて、サ

ポートが得られない複数の化合物が

リストされていることについて、検討

を行った EWG の議長国であるオース

トラリアから報告された。ここで、「サ

ポートが得られない」とは、技術的及

び経済的な理由から、JMPR の評価に

必要なデータを該当農薬の製造事業

者あるいは国が提出しないことを意

味する。この報告を踏まえて、サポー

トが得られない化合物の JMPR による

評価に関する戦略について、オースト

ラリアを議長国、カナダ、チリ、ケニ

ヤを共同議長国とする EWG を設置し

検討することとなった。第 51 回会合

では、EWG の共同議長国のチリから、

サポートが得られない化合物の管理

に関する提案が検討結果として説明

された。サポートが得られない化合物

は、「健康への悪影響が懸念される化

合物」と「健康への悪影響が懸念され

ない化合物」とに大別された。前者の

「健康への悪影響が懸念される化合

物」については、再評価に必要な十分

なデータが提出されない場合には、該

当する農薬の全ての CXLs を取り下げ

ることが確認された。その一方で、後

者の「健康への悪影響が懸念されない

化合物」の管理に関する懸念が確認さ

れ、管理に関するいくつかのオプショ

ンが提示された。提示された管理オプ

ションについて議論を進める内に、4

年間サポートがされなかった場合に

CXLs を削除することを決めた、いわ

ゆる 4 イヤーズルールの適用を支持す

る先進国と、CXLs の削除に伴い当該

農薬の国内使用ができなくなること

の不利益を避けたい後進国とで、意見

が分かれた。わが国は他の先進国とと

もに、4 イヤーズルールの適用を支持

した。これは、15 年以上の長期にわた

り毒性また MRL 設定の両方の観点か

らの再評価が行われていない農薬に

ついては、現在の科学的な水準に基づ

き必要なデータを追加して再評価し

なければ安全性を担保することがで

きないという考えに基づく。また、

CCPR が従うべきリスクアナリシスの

原則に沿った考え方でもある。一方で、

多くの途上国は、各国あるいは１つの

国にでも登録がある限りは CXLs を維

持することを支持した。途上国には、

CXLs を自国の MRLs として利用する

国が多くある。また、それらの国々に
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おいては、経済的理由等から、使用可

能な農薬等の選択肢が少ない場合が

ある。そのため、CXLs の削除に連動

して自国 MRLs の見直しの必要に迫ら

れ、結果的に当該農薬が使用できなく

なり農業に影響が出ることへの強い

懸念があるものと考える。このような

懸念を背景として、再評価へのサポー

トが得られなくても CXLs を維持する

ことが強く支持されているのであろ

うと考える。先進国からは、途上国が

支持する管理オプションについて、科

学的データにより支持されるもので

は無く、登録が確認されない農薬の

CXLs の維持につながり、ひいては

ALARA の原則に反し、農薬の違法使

用規制の妨げになるとの見解も示さ

れている。  

 第 52 回会合の議場での議論は膠着

し、結論には達しなかった。そこで

CCPR は上記管理オプションへの合意

が困難であることを踏まえ、チリを議

長国、オーストラリア、インド及びケ

ニアを共同議長国とする EWG を設置

して、議論を継続することに合意した。

設置された EWG の ToR は以下の通り

である。  

ToR(i) : JMPR による定期的再評価に

必要なデータ提出等について農薬等

製造事業者等によるサポートがされ

ない化合物についてそのようになっ

た状況、及びサポートの妨げとなる障

害の調査  

ToR(ii) :効率的なデータサポートに関

するオプションの探索  

ToR(iii) : CCPR51 により勧告されたオ

プション 2b とオプション 3 から生じ

る利点と課題の探索  

オプション 2b: 国の登録データベー

ス (NRD)に掲載された登録がある農薬

/作物を対象とした CXLs のみ維持す

る。  

オプション 3: Codex 加盟国及びオブ

ザーバーは、データへの要求が満たさ

れるまでの 4 年間は、CXLs を維持す

ることを承諾している (4 年間ルール )。

もし、加盟国あるいはオブザーバーが

データへの要求を満たすことができ

ないのであれば、全ての CXLs は廃止

される。  

ToR(iv) :上記の考察に基づき、第 52 回

会合による検討のために提案を示す。 

2020 年 6 月末には、第 52 回会合用

討議文書 (CX/PR20/52/17)の Appendix I

として、EWG の検討結果が示され、回

付文書 (CL 2020/40-PR)により、本検討

結果へのコメントが募集された。その

後 2020 年 11 月に、各国から提出され

たコメントに基づき修正された文書

が EWG 内で回覧されコメントが募集

された。  

本議題は、社会的経済的背景の異な

りが原因となるため、先進国と発展国

との合意形成が困難ではあるが、開発
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された討議文書によって提案されて

いるような実際的な折衷案の検討も

通じて、科学的に妥当で、消費者の健

康保護にも十分配慮された結論に至

るべきと考える。  

 

C.D. (6)食品添加物部会  (CCFA) 

C.D.(6)-1 CCFA 第 52 回会合に関する

検討  

C.D.(6)-1-1 CCFA52 開催に向けた経過

について  

2021 年 3 月末日までの CCFA 第 52 回

会合開催に向けた経過は以下の通りで

あった。  

2019 年 3 月 25 日から 3 月 29 日に中

華人民共和国 (中国 )の山東省済南で開

催された CCFA 第 51 回会合が終了した

後、次回会合は、2020 年 3 月 2 日から

3 月 6 日までの期間で中国の甘粛省蘭

州で開催されることが予定されていた。

しかし、中国・湖北省武漢市で発生が報

告された COVID-19 の世界的な急拡大

の影響を受け、本研究開始前の 2020 年

3 月 2 日の段階で 1 回目の開催延期が

決定され、2020 年 6 月 22 月から 6 月

26 日に中国の同じ会場で行うこととさ

れた。しかし、本研究開始後の 2020 年

5 月 6 日に 2 回目の延期が連絡され、

2021 年 3 月 8 日から 3 月 12 日に中国

のいずれかの都市で開催予定とされた。

さらに、2021 年 1 月 19 日には 3 回目の

延期決定とともに、2021 年 9 月 6 日か

ら 9 月 10 日に開催予定とされ、物理的

会合か Web 会議システムを用いるバー

チャル会合で行うかは検討中とされた。

その後、2021 年 3 月 26 日にバーチャル

会合で行うこと、それに伴う日程変更 (9

月 1 日～3 日、6 日～7 日、10 日 )、8 月

31 日の Pre-session meetings 開催、6 月

21 日から 6 月 25 日の作業部会開催が

発表された。  

EWG については、2020 年 7 月 29 日

に第 51 回会合により設置された「EWG 

on alignment」「EWG on the International 

Numbering System for Food Additives 

(INS)」「EWG on GSFA」を再開するとの

連絡があった (ただし、この時点では

2021 年 3 月 8 日～3 月 12 日の開催を目

指していた )。  

 2020 年度中の第 52 回会合開催に向

けた経過を振り返ると、主催国である

中国と Codex 事務局等による開催可否

判断が大変困難なものであったことが

伺える。COVID-19 の感染拡大が続いて

いる現状では、今後も急な変更の連絡

があると考えて、対応を想定しておく

必要がある。  

 

C.D.(6)-1-2 予定される議事について  

 2021 年 3 月末日時点に入手可能で

あった第 52 回会合の仮議題と討議文

書を基に課題の概要を整理した。また、

第 52 回会合のバーチャル開催が決定

しているが、議題が開催形式の決定前
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に作成された文書 (CX/FA 20/52/1)を

踏襲しており、物理的会合を想定して

いた 2019 年 11 月時点の議題の全て

について、バーチャル会合で討議する

ことは困難と思われることから、今後、

議題の変更 (選択 )が行われることが

想定される。  

①議題 2．Codex 総会及びその他の部

会からの付託事項  

 第 52 回会合では、CAC 第 42 回会

合、CCMAS 第 40 回会合、ヨーロッパ

地域調整部会第 31 回会合、CCNFSDU

第 41 回会合における議論の結果につ

いて Codex 事務局から報告された後、

CAC や他の部会及び CCFA 第 51 回会

合で今後検討することとした事項に

ついて議論する予定になっている。

2021 年 3 月末日時点では、2020 年 9

月下旬から 11 月上旬にバーチャル会

合で行われた CAC 第 43 回会合の結

果を踏まえた討議文書の修正は行わ

れていない。  

②議題 3(a)．FAO/WHO 及び第 87 回、

第 89 回、第 91 回 FAO/WHO 合同食品

添加物専門家会議 (JECFA)からの関心

事項  

JECFA による評価結果が報告され

る予定である。2019 年 3 月の開催予

定時には、JECFA 第 87 回会合の評価

結果のみが対象であったが、CCFA 会

合の延期期間中にも JECFA による評

価は行われたため、2021 年 3 月 31 日

時点で入手可能であった仮議題では、

JECFA の第 89 回と第 91 回会合から

の関心事項についても追加されてい

る。追加文書として「CX/FA 21/52/3 

Add.1」と「CX/FA 21/52/3 Add.2」が公

開される予定であるが、現時点での討

議文書は変更されておらず、JECFA 第

87 回会合のみが記載されている。  

③議題 3(b)．JECFA 第 87 回、第 89 回、

第 91 回会合からの食品添加物の同一

性及び純度に関する仕様書原案  

 JECFA で評価された食品添加物の

同一性及び純度に関する仕様書案に

ついて報告される予定である。議題

3(a)と同様に、2019 年 3 月に開催を予

定していた第 52 回会合では、第 87 回

JECFA の み が 対 象 で あ っ た が 、

CCFA52 が延期している期間に第 89

回と第 91 回 JECFA による評価が行わ

れたため、2021 年 3 月 31 日現在入手

可能な仮議題では、第 89 回と第 91 回

JECFA の評価結果についても追加さ

れる予定である。追加の会議文書とし

て「CX/FA 21/52/4 Add.2」と「CX/FA 

21/52/4 Add.3」が出される予定になっ

ている。  

④議題 4(a)．Codex 規格における食品

添加物及び加工助剤の食品中の最大

濃度の承認 /改訂  

 Codex 手続きマニュアルに食品規

格における全ての食品添加物 (加工助

剤を含む)の条項は、CCFA の承認を受
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ける必要があることが記載されてお

り、各部会から提出された規格案にお

ける食品添加物条項案で検討が要請

されている事項について審議する予

定である。  

⑤議題 4(b)．個別食品規格の食品添加

物 条 項 と 食 品 添 加 物 の 一 般 規 格

(GSFA)の関連条項の整合 :整合に関す

る電子作業部会報告  

CCFA は、個別食品規格の食品添加

物条項と General Standard for Food 

Additives(GSFA)の関連条項を整合さ

せるための取組みを進めている。「整

合に関する EWG」は、オーストラリ

アが議長国であり、米国と日本が共同

議長国を務めている。  

⑥議題 5(a)．食品添加物に関する一般

規格(GSFA)：GSFA に関する電子作業

部会報告  

「GSFA に関する EWG」の報告が行わ

れる予定である。2019 年 3 月に開催

を予定していた第 52 回会合の討議文

書として「CX/FA 20/52/7」が配付され

ていたが、2021 年 3 月 31 日現在、入

手可能な仮議題では、文書が「CX/FA 

21/52/7」と「CX/FA 21/52/7 Add.1」へ

変更になっており、「CX/FA 21/52/7 

Add.1」については配付されている。  

⑦議題 5(b)．食品添加物に関する一般

規格 (GSFA)：食品添加物条項の新規 /

改訂の提案  

 食品添加物条項の新規 /改訂の提案

に関する回付文書「CL 2019/40-FA」と

「CL 2020/36-FA」に対して、それぞれ

「オーストラリア、ウガンダ、Food 

Drink Europe 」 と 「 コ ロ ン ビ ア 、

International Stevia Council (ISC)」から

提出された食品添加物条項の新規提

案又は改訂案について GSFA 規格策

定プロセスに含めるか検討して回答

を作成する予定である。  

⑧議題 5(c)．注釈 161 に関連する甘味

料の関連条項に関する継続討議  

これまでに EWG を設置して、甘味

料の使用に関する事項について議論

した結果、注釈 161 の代替となる注釈

の文言を検討することとされていた。

第 52 回会合では、使用実態・目的に

ついて各国から提出されたコメント

を基に、EWG において議論される予

定である。  

⑨議題 5(d)．硝酸塩及び亜硝酸塩に関

する入手可能なデータについての情

報  

硝酸塩・亜硝酸塩の含有実態、摂取

量等のデータについて回付文書「CL 

2019/49-FA」への各国からの回答を基

に、リスク評価の科学的助言の必要性

を継続して検討する予定となってい

る。わが国からも過去の硝酸塩の含有

実態等の調査について情報を提供し

ている。  

⑩議題 6．食品添加物の国際番号シス

テム(INS)(CXG 36-1989)の改訂原案  
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CCFA は、食品添加物ごとに物質名

の代替として用いる番号、食品中での

機能分類及び技術的目的をまとめて、 

INS に関するガイドライン「CXG 36-

1989」に記載しているが、INS の変更

/追加に関する各国の提案に対応する

ために EWG を設置している。  第 52

回会合では、各国から提案された INS

の変更 /追加、INS 番号を追跡する方法

について、EWG の検討結果に基づい

て議論される予定である。  

⑪議題 7．JECFA による評価のための

優先物質リストの追加及び変更の提

案  

 CCFA では、各国からの提案に基づ

き、食品添加物の評価優先リストを作

成して、リスク評価機関である JECFA

に対して評価を依頼する物質を選定

している。第 52 回会合では、回付文

書「CL 2019/41-FA」に対して、コロン

ビア、日本、European Chemical Industry 

Council(CEFIC) 、 EU Specialty Food 

Ingredients 、 International Council of 

Beverages Associations(ICBA) 、

International Organization of the Flavor 

Industry (IOFI) 、 International Stevia 

Council (ISC)、DSM Food Specialties か

ら回答があった。わが国からは、グル

タミナーゼの評価依頼を提案してい

る。  

⑫議題 8．GSFA オンラインシステム

の状況及び分析  

Codex 委員会の web サイトにおい

て、GSFA のデータベースを基に PDF

ファイルとオンライン検索の利用が

可能であるが、CCFA 第 50 回会合の

段階で技術的な問題が見つかったこ

とから解決策が検討されていた。第 52

回会合において Codex 事務局より対

応の進捗について報告される予定で

ある。  

 

C.D.(6)-2 ウィズコロナ時代の CCFA

会議に関する意見交換会  

わが国政府代表団の技術顧問とし

て CCFA の会合に参加した経験のあ

る 5 名の方々にお集まりいただき、

COVID-19 の拡大を踏まえたわが国の

CCFA への対応や中長期的な視野に立

った対策について討論して、その結果

をまとめた。提出された主たる意見は

以下の通りである。  

①バーチャル会議の利点・欠点(Codex

委員会による会議を想定して) 

・利点は費用・時間が節約できること。 

・欠点は、物理的会合ではすることの

できた事前協議が難しいこと。  

・CCFA ではインセッション会議が 3

つある。インセッション会議において

は、その場での方針決定等の対応が必

要であるが、代表団内の認識共有等が

課題となる。  

・代表団メンバーが別の場所から参

加した場合には、対応が困難になるこ
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とも予想されるため、同じ場所に集ま

るのが良い。  

②わが国が中長期的視点で対応する

べきこと  

・人材の育成が課題である。  

・厚生労働省の Codex 担当者は短期

間で交代するが、継続性、連続性を保

ち長期的視点に立った対応をとるこ

とに課題がある。  

本意見交換会を行った時点では、第

52 回会合を物理的あるいはバーチャ

ルのいずれの形式で開催するか決ま

っていなかったが、2021 年 3 月 26 日

にバーチャル会合として開催するこ

とが発表された。バーチャルで開催さ

れる第 52 回会合に対処するために、

本意見交換会で提出された意見は大

変有益である。  

 

(7) 栄 養 ・ 特 殊 用 途 食 品 部 会

(CCNFSDU) 

C.D.(7)-1 CCNFSDU への取組の結果  

 本年度、CCNFSDU により設置され

活動した EWG は次の 3 つである。  

①EWG 1:フォローアップフォーミュ

ラ規格の見直しに関する事項  

検討事項：Definition, linkages between 

definition and name of product, and the 

JEMNU report on nitrogen to protein 

conversion factor 

「Joint FAO/WHO Expert Meetings on 

Nutrition(JEMNU) の レ ポ ー ト は

CCNFSDU の年長乳児向けフォローア

ップフォーミュラ及び年少幼児向け

製品の議論でどの程度考慮されるべ

きか。」との質問に対して、「 JEMNU 

Expert Panel report の内容は将来的な

課題として取り扱うべきである。それ

は、現時点での窒素たんぱく質換算係

数の変更により、エネルギー要件を満

たすための栄養素含有量の再考が必

要となり、またその他の既存の規格や

ガイドラインにも大きな影響を及ぼ

すためである。」とのコメント案を作

成し、「年長乳児向けフォローアップ

フォーミュラ及び年少幼児向け製品

を対象とした窒素換算係数は、乳児用

調製乳とは切り離して検討すること

はできるか。」に対して「窒素たんぱく

質換算係数は、他の既存の規格やガイ

ドライン (乳児用調整乳規格等 )との整

合性が必要であり、フォローアップフ

ォーミュラ規格のみで議論されるべ

きではない。」とのコメント案を作成

した。  

②EWG 2:包装前面表示に用いる栄養

プロファイルに関する事項  

検 討 事 項 ： Request information and 

comments on FOPNL 

「アルコールは除外するか」との質問

には同意しつつ、Codex 食品表示部会

(CCFL)の動向を考慮すべきと回答す

ることとなった。「スポーツフード、低

ナトリウム含有食、グルテンフリー食
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などを対象から除くべきではないか」

との質問には、「一律に判断できない」

と回答することとなった。また、「年少

幼児向けの食品を除くべきか」との質

問 に は 、「 年 少 幼 児 を 対 象 と し た

NRVs-R の策定を踏まえて検討するこ

と」を提案した。また、各国の実状に

合わせることが出来るように柔軟性

を持たせるべきとの立場から回答は

検討された。  

③EWG 3:6～36 か月齢を対象とした

NRVs-R 作成に関する事項  

検討事項： General principles for the 

establishment and use of NRVs-R for 

persons aged 6-36 months 

「策定した NRVs-R を栄養組成のガ

イダンスのためにも使用すべきか」、

「策定した NRVs-R を当該年齢 (年長

乳児、年少幼児 )を対象としたそれぞ

れの食品に適用すべきか」、「表示する

際に年長乳児、年少幼児、もしくは両

方を対象とした表示をすべきか」、「ナ

トリウムを追加すべきか」、「適切なデ

ータソースの選定」について検討が行

われている。  

 

C.D.(7)-2 ビタミン摂取に対する意識

調査の結果  

結果 1: 回答者の特性  

年代はほぼ均等になるように割付

られ、男性 7,489 名、女性 7,252 名の

計 14,741 名より回答を得た。  

結果 2: バランスの良い食事  

 普段の食生活において、バランスの

良い食事をどれだけ心掛けているか

尋ねたところ、「ほとんど毎日」と回答

した人は 33.2%であったのに対して、

「ほとんどない」と 回答した人は

25.5%であった。ほとんどないことの

理由としては、「時間的余裕がない」が

41.6%、「経済的余裕がない」が 36.9%

であった。  

結果 3:ビタミン強化食品の利用  

 ビタミン強化食品の利用について

尋ねたところ、「積極的に利用してい

る」と回答した人は 10.0%、「たまに利

用している」と回答した人は 22.6%、

「意識していない、利用したことはな

い」と回答した人は 67.4%であった。

「意識していない、利用したことはな

い」と回答した人に対して、理由を尋

ねたところ、「普段の食事で十分にと

れていると感じている」との回答が最

も多く 30.3%であったが、「強化食品に

お金をかけたくない」が 28.5%、「値段

が高くて買えない」が 26.0%と、経済

的な理由が上位であった。  

結果 4:ビタミンサプリメントの利用  

 ビタミンサプリメントの利用につ

いて尋ねたところ、「利用している」と

回答した人は 21.4%、「以前は利用して

いたが現在は利用していない」と回答

した人は 21.6%、「利用したことはない」

と回答した人は 57.0%であった。「利用
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したことはない」と回答した人に理由

を尋ねたところ、「サプリメントにお

金をかけたくない」が 38.3%、「値段が

高くて買えない」が 28.2%と経済的な

理由が上位にあげられ、次いで多かっ

た理由は「普段の食事で十分にとれて

いると感じている」であり 27.0%であ

った。  

結果 5:ビタミンの認知度  

 13 種類のビタミンそれぞれについ

ての認知度を、「体への役割まで詳し

く知っている」、「なんとなく知ってい

る」、「聞いたことがある程度」、「知ら

ない」の 4 つの回答の中から選ぶよう

に依頼したところ、「体への役割まで

詳しく知っている」、「なんとなく知っ

ている」と回答されたビタミンは、ビ

タミン C (20.1%)、ビタミン D (14.0%)、

ビタミン E(12.5%)の順で高く、パント

テン酸とビオチンが (5.6%)と最も低か

った。なお、一般的には「聞いたこと

がある程度」までが「認知」とされる

こ と か ら 、 認 知 度 は 、 ビ タ ミ ン

C(93.2%)、ビタミン A (90.2%)、ビタミ

ン B1 (88.7%)の順で高く、ビオチン

(41.9%)が最も低かった。  

結果 6:ビタミンの摂取状況の認識  

13 種類のビタミンそれぞれについ

ての摂取状況をどのように感じてい

るかを尋ねたところ、全てのビタミン

に関して「十分に摂取できている」と

の回答が低く、最も高いビタミン C で

あっても 22.3%であった。一方、「わか

らない」との回答が高く、最も高いビ

オチンでは 71.7%であった。  

結果 7:意識して摂取しているビタミ

ン  

 意識して摂取しているビタミンに

ついて尋ねたところビタミン C との

回答が最も高かった (33.6%)。「意識し

て摂取しているビタミンはない」との

回答が 57.6%と、半数以上を占めた。  

結果 8:ビタミン強化食品・サプリメン

トの利用目的  

 ビタミン強化食品・サプリメントの

利用者 (2,000 人 )を対象に、利用目的を

尋ねたところ、「健康維持」との回答が

最も高く (80.5%)、次いで「栄養補給」

(47.8%)、「病気の予防」(27.2%)の順と

なった。サプリメントの利用目的には

性差が認められることから、男女の別

で解析したところ、女性においては

「美容」が、男性においては「筋力の

増強」が理由として挙げられることが

多くなっていた。  

結果 9:日本食品標準成分表の認知及

び活用  

 ビタミン強化食品・サプリメントの

利用者 (2,000 人 )を対象に日本食品標

準成分表の認知、及び活用について尋

ねたところ、「知らない」と回答した人

は 23.9%であった。一方、「知っており、

活用している」と回答した人は 9.0%に

とどまった。  
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結果 10:食事摂取基準の認知及び活用  

 ビタミン強化食品・サプリメントの

利用者 (2,000 人 )を対象に食事摂取基

準の認知、及び活用について尋ねたと

ころ、「知らない」と回答した人は

33.5%であった。一方、「知っており、

活用している」と回答した人は 8.3%に

とどまった。  

結果 11:表示されているビタミン含有

量の確認  

 ビタミン強化食品・サプリメントの

利用者 (2,000 人 )を対象に、ビタミン強

化食品・サプリメント製品に表示され

ているビタミン含有量を確認してい

るかを尋ねたところ、「必ず確認する」

と回答した人は 28.2%であり、「なんと

なく見ている」人が 52.9%を占めてい

た。また、表示されていることを知ら

ないと回答した人も 2.3%いた。  

結果 12:栄養素解析アプリの利用  

 スマートフォンで食事の写真を撮

ることで栄養素の量がわかるアプリ

の利用について尋ねたところ、「利用

している」と回答した人は 6.5%にとど

まっており、「利用していない」と回答

した人が 83.4%であった。  

 

C.D.(7)-3 CCNFSDU への取組、及び意

識調査結果への考察  

本年度は COVID-19 の影響により物

理的会合は延期となったが、 3 つの

EWG における検討が継続している。  

年長乳児向けフォローアップフォ

ームミュラ及び年少幼児向け [製品 ]の

検討は重ねられてきており、完了も目

前と思われる。一方、年長乳幼児 (6 か

月から 12 か月までの年齢児 )及び年少

幼児 (12 か月超から 36 か月までの年齢

児 )の NRVs については議論が始まっ

たばかりであり、現在は、情報収集の

段階である。わが国においても当該年

齢の栄養素等表示基準値は設定され

ていない。このことも踏まえて、今後

の議論の動向を注視すべきである。ま

た 2020 年 4 月 1 日には、5 年間の猶予

期間を経て、「食品表示法」が完全施行

された。食品表示は消費者の健康に資

するものであるが、実際には消費者自

身がどこまで表示された数値を読み

取って活用できるかは定かではない。

そのため、わかりやすい表示が求めら

れている。FOPNL はそのための手段の

1 つであるが、Codex 委員会において

も、ガイドラインの策定に向けて議論

が始まったところである。国際的に整

合させることが重要である一方で、各

国の状況に応じた柔軟性を持たせる

ことも重要かと思われる。世界の中で

もわが国における食塩摂取量が多い

ことからその低減につながる表示、さ

らには超高齢化に伴い増加する恐れ

のあるフレイル・サルコペニア予防も

重要な課題となることから、タンパク

質の摂取量がわかりやすく表示され
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ることも必要となってくると思われ

る。  

上記の食品表示義務化の他に、わが

国における栄養関連の施策として、日

本人の食事摂取基準 (2020 年版 )策定検

討会報告書が公表された (2019 年 12 月

24 日 )。さらに、2020 年 12 月 25 日に

は文部科学省より日本食品標準成分

表 2020 年版 (八訂 )が公表されるなど、

栄養政策にとって重要な 1 年であった。

その一方で、コロナ禍のために国民健

康・栄養調査が実施されなかったとい

う極めて稀な年でもあった。  

コロナ禍においては、感染予防、重

症化予防に種々の栄養素や食品摂取

が良いといった情報が飛び交う中で、

WHO から「Nutrition advice for adults 

during the COVID-19 outbreak」が出さ

れている。この助言に含まれる「外食

を控えましょう」以外の内容は、以前

か ら WHO に よ り 示 さ れ て き た

「Healthy diet」と変わらない内容であ

る。このことは、普段の健康の保持・

増進に資する食事が、感染症予防にも

重要であることを物語っている。日本

においては、バランスの良い食事のた

めに、食事バランスガイドの活用が推

奨されている。しかし、常にバランス

の良い食事を心がけることは難しく、

特に微量栄養素 (ビタミン・ミネラル )

の摂取は把握しにくいこともあり、心

がける必要がある。そこで、本年度研

究では、微量栄養素の内、13 種類のビ

タミンの摂取に対する意識調査を行

った。  

本調査の結果、ビタミン強化食品を

利用している人は、「積極的に利用」、

「たまに利用」を合わせて約 3 割であ

り、ビタミンのサプリメントを利用し

ている人は約 2 割という結果であった。

それぞれについて利用していない理

由を尋ねた結果、いずれにおいても経

済的な理由を回答した人が多かった。 

現在、厚生労働省では「自然に健康に

なれる持続可能な食環境づくりの推

進に向けた検討会」が開催されている。

令和 3 年 3 月 29 日に開催された第 2

回検討会において、これまでの製品か

ら値段を変えずに付加価値を付けて

いるという企業の取組みが紹介され

ていたが、重要であると考える。これ

まで表示の重要性が議論されており、

FOPNL に代表されるように、消費者の

目に留まりやすく、かつわかりやすい

表示が求められているが、その一方で

商品の価格が上がってしまえば、消費

者の選択から外れてしまう可能性が

高くなる。つまり、価格は維持しつつ、

付加価値 (栄養価 )を付けなければ、本

当の意味で全ての消費者に役立つも

のにはならない。  

 

(8)一般原則部会 (CCGP) 

CCGP 第 32 回会合は、2021 年 2 月
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に、6 日間にわたって、フランスを議

長国としてオンラインで開催した。  

①議題 2:CCGP への付託事項  

以下の 3 点が報告された。  

・Codex 執行委員会 (CCEXEC)第 80 回

会合における Subcommittee(以下執行

委 員 会 小 委 員 会 ) が 検 討 し て い る

「Codex とパンデミック ‐戦略的課題

と機会 (codex and the pandemic strategic 

challenges opportunities)」に関連して、

特にオンラインで開催されるバーチ

ャル会合の投票や選出について現在

Codex 事務局と FAO・WHO の法律部

門とにより協議されていること。  

・執行委員会における戦略的計画の小

委員会の再設置と、その新たな ToR の

中で Codex 委員会の活動が「国連食料

シ ス テ ム サ ミ ッ ト (UNFSS:UN Food 

System Summit)」で認識されるよう努

めることとされた。  

・Codex 手続きマニュアルにある「科

学の役割に関する原 則文」の実装

(operationalization)についての作業、特

にガイダンスの策定における加盟主

体の参加の重要性について指摘され

たこと。  

 「科学の役割に関する原則文」につ

いて、執行委員会小委員会の報告書を

もとに補足する  。  

CAC 第 42 回会合では、執行委員会

の中に、「科学の役割に関する原則文」

についての手順・SoP(the Application of 

the Statements of Principle Concerning 

the Role of Science)に関する小委員会

を設置することを合意した。小委員会

の ToR は、Codex 委員会における「SoP

の実装」を目的とし、「コンセンサス促

進のガイダンスを補完する」位置づけ

の、「実践的なガイダンス」を作成する

こととされた。CCEXEC 第 78 回会合

の議長の報告では、1)Codex 事務局が

FAO と WHO と連携して ToR に基づ

き、各部会の議長のフィードバックも

得ながら実践的なガイダンスのドラ

フトを作成する、 2)Codex 事務局が

CCEXEC 第 78 回会合の直前に小委員

会電子部会でドラフトを提示、3)ドラ

フトを小委員会で議論し次の作業を

CCEXEC 第 78 回会合に提示できるよ

うにするとしていた。しかし、コロナ

禍の影響によりスケジュールが大幅

に遅れた。部会の議長とのハイブリッ

ド会議は 2020 年 12 月に実施され、

様々な意見が述べられたが、各部会の

議長からの明確なメッセージとして

は、ガイダンスを増やすことで議長の

役割を複雑にすべきでないというこ

と (ガイダンスは簡潔であるべき )であ

った。これを受けて事務局では、各部

会 に お け る ア プ ロ ー チ ( 特 に

notes/footnotes の利用のされ方と、

reservation の利用－文書の採択時に表

明した留保がより可視化できるよう

に )のレビューを実施し、それについ
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てのガイダンスを提示することとし

た。また、いわゆる「その他の正当な

要 素 」 に つ い て 、「 other legitimate 

factors, legitimate concern, other 

considerations, consideration of other 

factors, other factors」など用語が複数

あるが明確化をすること、abstain from 

acceptance (in Statement 4)についても

確認された。  

 なお、Codex 手続きマニュアルにお

ける「科学の役割に関する原則文」は、

成長ホルモン牛をめぐる米欧の対立

を契機として策定され、その後もラク

トパミンなど、肥育目的の動物用医薬

品の MRL 設定に対する合意形成が困

難な場面において幾度も Codex で議

論された案件である。いずれも投票行

動にもつれ込んだ案件であり、コンセ

ンサスの在り方、ステップ 8 で留め置

くことやそれに対する議論、議長の役

割などが議論されてきた  。  

②議題 3: CCGP の作業に関連する

FAO 及び WHO の活動に関する情報  

議題 3 の FAO 及び WHO からの報

告については、Codex トラストファン

ドについての報告、「国連食料システ

ム サミ ット (UNFSS:UN Food System 

Summit)」の重要性のほか、FAO が実

施したコメを対象とした Codex MRLs

の国際的なハーモナイゼーションに

関する調査が紹介された。  

③議題 4:電子的なコミュニケーショ

ンのみによる部会 (Committee working 

by correspondence、CWBC)の手続きガ

イダンス  

2016 年の CCGP 第 30 回会合におい

て、ドイツとフランスが CWBC に関す

る討議文書を策定した後、CCEXEC 第

72 回並びに第 73 回会合、及び CAC 第

40 回並びに 41 回会合を中心に、CWBC

のあり方が議論されてきた。CAC 第 41

回会合では、CWBC に関するガイダン

スを策定する上での手続き・運営上の

課題について議論することについて

一般的な支持があっ たことから、

CCGP 第 31 回会合において議論する

こととなった。2019 年に実施された

CCGP 第 31 回会合ではさらなる議論

のために、ニュージーランド、ドイツ、

日本、米国を共同議長国とする EWG

が設置され、そこでの議論を踏まえて

討議文書 (CX/GP 20/32/4)が作成され

た。討議文書では、これまで Codex の

枠組みにおいて実施された CWBC の

事例と論点が整理された。その後、当

初 2020 年 に 開 催 を 予 定 し て い た

CCGP 第 32 回会合が延期されたこと

を踏まえ、2020 年の 7 月と 10 月に

EWG が 行 わ れ 、 討 議 文 書 (CX/GP 

21/32/4)が作成された。  

2021 年に開催された CCGP 第 32 回

会合では、上記討議文書への更なるコ

メントを踏まえ、議長国が配付した議

場資料 (CRD 4)に基づき議論すること
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となった。まず全体に関して、オンラ

イン・バーチャル会合の取扱いも含む

ことへの議論があったが  、CWBC は

Codex 部会のバーチャル会合とは概念

的に異なることから本ガイダンスで

は元の ToR に基づくこととされ、バー

チャル会合に関する言及が削除され

た。また、CWBC は例外的に実施する

ものであり、Codex で通常するもので

はないことも再確認された。  

その他、定足数 (Quorum)について議

論があった。まず何をもって「参加

(attending the session)」とするかを明確

化するため、CWBC においては「登録

(registration)」が該当するとされた。ま

た、定足数を満たさない場合、Codex 手

続きマニュアルでは会合が成立しな

いことになっている。しかし、その場

合、こうした会合は成立しなくなるた

め、文書においては、「定足数の不足に

ついては総会の指示を仰ぐため報告

しなければならない (The absence of a 

quorum shall be reported to the 

Commission for further guidance)」旨が

明記された。また、このガイダンスの

収載先について、議長のハンドブック

か Codex 手続きマニュアルかの議論

があったが、手続きマニュアルのセク

ション III に盛り込んではどうかとい

う結論で合意した。  

 

④議題 5:Codex 文書の改定 (revisions)/

修正 (amendments) 

議題 6:Codex 手続きマニュアル  

議題 5 の Codex 文書の改定 /修正に

ついては、「改定 (revision)」、「修辞的 /

実質的な修正 (editorial and substantive 

amendments)」、「訂正 (correction)」を適

正に定義することに より、現在の

Codex 手続きマニュアルの「Guide to 

the Procedure for the Amendment and 

Revisions of Codex Standards and 

Related Texts」を改善することを目的

として、Codex 事務局が作業を提示し

た。本作業は支持され、Codex 事務局

が上記文書の修正案を策定すること

を CAC 第 44 回会合に諮ることで合意

した。  

 また議題 6 の Codex 手続きマニュア

ルについては、Codex 事務局から提案

された、使いやすいデジタル版の作成

作業が進められることで合意した。  

 

⑤議題 7:Codex 規格の利用に関するモ

ニタリング  

採択された Codex 規格を自国の規

制に反映するかは各国にゆだねられ

ているが、WTO の SPS 協定において

参照されることから、公衆衛生や規制

の指標と認識されてきた。Codex 規格

の各国における利活用の必要性は、

2019 年に採択された Codex 戦略計画

(2020-2025)においても言及されてい

る。  
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CCGP 第 31 回会合では、「CCGP の

掌握範囲の新たな・将来的な課題に関

する討議文書」をもとに議論された。

これを踏まえてフランスが作成した

討議文書では、WTO の SPS 協定の他

の参照機関である国 際獣疫事務局

(OIE)や国際植物防疫条約 (IPPC)のほ

か ISO や国際労働機関 (ILO)などにお

けるモニタリングについての議論と、

Codex におけるこれまでの議論と論点

の整理が行われた。Codex の手続きと

して、かつては「受諾 (acceptance)」が

あった。この「受諾」が機能すれば

Codex 規格の利活用が明白となるはず

だが、実際は加盟国が行わず、CAC 第

28 回会合で廃止された。その後、Codex

規格の利活用については、地域調整委

員会 (RCCs)においてアンケートによ

る実態調査が行われ議論された。その

結果、一重に「利用」といっても定性

的な観点 (どのように利用されている

のか )と定量的な観点 (基準がどれだけ

利用されているか )もあり、また、MRL

のように「利用 (use)」が一目瞭然なも

のもあれば、実施規範 (code of practice)

のように十分な検証をしないとどの

ように利用されているのかがわかり

にくいものもある。さらには、現状を

明らかにすることで Codex 規格から

の逸脱が明らかになれば、貿易紛争の

材料提供になってしまうことも危惧

され、調査自体がかなりの業務負担で

あることも指摘された。ほかの国際機

関でも様々な活動があることから、そ

れらとの重複を回避しつつ進めるこ

とも重要とされた。  

CCGP 第 32 回会合では、フランスの

討議文書に基づき議論され、OIE と

ISO の取組みが紹介された。また、こ

の作業が Codex 戦略プランの「目標 3

－Codex 規格の認知と利活用による影

響力の強化」に関連することが指摘さ

れた。部会では、1)具体的に実施する

場合は様々なリソースが必要、2)デー

タ提供においては様々な課題がある、

3)Codex 規格を用いる利点についての

認識が行政担当者に欠失している、4)

他の国際機関の関連活動を考慮し重

複を回避すべき、5)「利用 (use)」の定

義の必要性、6)さらなるケーススタデ

ィを実施すべき等について議論され

た。  

⑥議題 8:SDGs の文脈で Codex の活動

をモニタリングすることについて  

第 70 回国連総会 (2015)において

SDGs が採択されて以降、Codex 委員

会の SDGs への貢献のあり方について

は CCEXEC で議論され、その結果、

2019 年に採択された Codex の戦略計

画では、Drivers for change の項目の中

で SDGs(目標 2、3、12、17)についてど

のように Codex 規格が貢献できるか

が記されている。2030 アジェンダの

SDGs は国連組織と加盟国の責務で
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あり、その達成に向けてどれだけ貢献

しているかを Codex 委員会も加盟国

も説明する必要がある。Codex 委員会

は食品安全に係る基準策定等を通じ

て SDGs の実現に貢献しているものの、

そのパフォーマンスをわかりやすく

説明できるかも課題とされた。  

CCGP 第 31 回会合では、1)客観的に

SDGs を達成する上での関連する指標

を Codex 委員会において策定するこ

との検討、2)Codex 委員会において加

盟国のデータを集約すること、の 2 点

が提案された。CCGP 第 32 回会合で

は、フランスの討議文書に基づき議論

した。Codex 事務局は、国連の経済社

会理事会 (ECOSOC)の下部組織として

設置された、持続可能な開発に関する

ハイレベル政治フォーラム (HLPF)に

対して 2018 年から毎年報告している

こと、また、「Codex と SDGs(Codex and 

the SDGs)」  が作成されたことが紹介

された。 ISO からは ISO の SDGs への

取組みとして、「Contributing to the UN 

Sustainable Development Goals with ISO 

standards」が紹介された。  

この議題自体については一般的な

支持があった一方で、CAC でも議論さ

れていること、また、2030 アジェンダ

と Codex の関連性は CCEXEC が議論

していること、さらには、CCGP はこ

の作業の付託をされていないと指摘

する意見もあった。  
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研究課題 2. 食品安全行政の国際化のための  

リスクコミュニケーション  

 

A．研究目的  

わが国が、国内の状況を考慮しなが

ら食品安全行政の国際化を推進する

ためには、食品事業者や消費者また学

識者や行政関係者との間で情報や意

見を共有し、十分なリスクコミュニケ

ーションを行い、社会全体としての理

解や認識を深めることが重要である。  

本研究では、食品安全に関わるより

多くの関係者間のリスクコミュニケ

ーションの促進とネットワーク構築

に取組み、それらを通じて連携した議

論の機会を探索するとともに、Codex

委員会に関連した活動への国内認識

を高めさらに支持を得ることを目的

とした。  

 

B．研究方法  

(1)食品安全に関連するシンポジウムの

企画・開催  

本研究では、専門家や実務家・行政担

当者等を国内外から招いて、業界関係

者や広く一般の方を対象に、直接話を

聞き、質疑等を行うシンポジウムを、こ

れまでにも多数、企画・開催している。  

本年度の研究では、2019 年に国連総

会決議として「世界フードセーフティ

デイ (World Food Safety Day)」が定めら  

 

れ、2020 年 WHO 総会において食品安

全決議「食品安全の取り組み強化」

(WHA73.5)が採択されたことを踏まえ、

2020 年 11 月 27 日に、本研究班主催、

厚生労働省並びに東京大学未来ビジョ

ン研究センターの共催で、「食品安全確

保の強化を目指して－WHO の食品安

全決議をふまえた日本の取り組み」を

オンラインで開催した。  

 

(2)Food safety day 周知に関する取組等  

  2020 年 6 月 7 日の世界フードセーフ

ティデイに向けて「Food safety, everyone’

s business」のキャッチコピーが掲げら

れ、FAO と WHO は共同して、啓発活動

のためのリーフレット「A guide to world 

food safety day 2020」を作成した。本研

究班において、このリーフレットを翻

訳し厚生労働省と協力して、わが国の

公式翻訳版として普及活動に努めた。  

 

(3)WHO 作成啓発ビデオ日本語版の作

成と公開  

 WHO が製作した食の安全に関する

普及啓発ビデオ「Five Keys to Safer Food」

の日本語吹き替え版を作成し、WHO の

承諾を得た後、食品安全委員会の事務

局を通じて、公式 Youtube チャネルに掲
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載した。  

 

C.D. 結果及び考察  

(1) 食品安全に関連するシンポジウム

の企画・開催  

 本年度は、シンポジウム「食品安全

確保の強化を目指して－WHOの食品

安全決議をふまえた日本の取り組み」

を本研究班が主催し、厚生労働省並び

に東京大学未来ビジョン研究センター

が共催して、2020年11月27日にオンラ

インで開催した。当日は約170名の参加

があった。  

松尾真紀子博士を総合司会として、

二部構成のシンポジウムを進行した。

研究代表者による挨拶の後、第一部の

冒頭では、山本尚子氏 (WHO事務局長

補、Universal Health Coverage/Healthier 

Populations Division)により、「WHO に

おけるFood safety に関する取り組み

と日本への期待」が述べられた。その

後 、 山 本 ラ イ ン 氏 (WHO 、 Universal 

Health Coverage/Healthier Populations 

Division Department of Nutrition and 

Food Safety)より、「WHO Food Safety 

Resolutionの概要」について基調講演を

いただいた。第二部では、厚生労働省

医薬・生活衛生局生活衛生・食品安全

企画課国際食品室の扇屋りん室長が研

究の背景を紹介した後、食品安全決議

の採択に先立ち本研究班が実施した研

究課題の成果が、豊福肇教授 (山口大

学 )、熊谷優子教授 (和洋女子大学 )、太

田亜里美准教授 (新潟県立大学 )により

紹介された。第二部の終わりには、山

本尚子氏によりシンポジウム全体の総

括とコメントが提供され、食品安全の

問題を広く包括的に展開していくうえ

では、データ、サイエンス、エビデン

スの構築が重要であること等の4つの

論点について議論された。本シンポジ

ウムの内容の詳細は、松尾真紀子博士

の研究分担報告書を参照されたい。  

本研究班では、Codex委員会や食品

安全に関わるその時々の国際的な課題

を取り上げ、シンポジウムの企画・開

催等を通じてリスクコミュニケーショ

ンへの着実な取組を継続してきた。

2022年度には、「国連食料システムサミ

ット」の開催に向けて、食品システム

全体への認識が高まることが予想され

る。また、上記に関連してCodex委員会

とSDGsとの関係に関する議論の深化

や、Codex委員会の設置60周年 (2023年 )

を踏まえた活動など、食品安全に関連

する世界的な規模の出来事が続くと予

想される。今後とも国内外の情報共有

や研究成果の発信を通じた機運の向上

にも寄与していきたい。  

 

(2) Food safety day 周知に関する取組等  

 毎年6月7日は、国連により認められ

た「世界フードセーフティーデイであ

る。WHO、FAO、Codex委員会そして各
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国が、世界フードセーフティデイを1つ

の契機として、人々に食品の安全性に

関心をもってもらえるように取組を進

めている。2020年6月7日の世界フード

セーフティーデイのキャッチコピーは

「Food safety, everyone’s business」と

され、啓発活動用リーフレット「 A 

guide to world food safety day 2020」が

FAOとWHOにより共同作成された。

Web上で無料配付されていた本リーフ

レットを入手し、本研究班は厚生労働

省と協力して翻訳を進めた。翻訳した

リーフレット「フードセーフティーは

みんなの仕事 -世界フードセーフティ

ーデイ2020へのガイド」は、以下に示

すFAOのサイトに他国による他言語翻

訳版と同じく掲載された。また、厚生

労働省のHPにおいても紹介された。  

今回の取組のように、人々の関心が

食品の安全性に正しく向けられるよう

にするための社会に向けた情報発信は、

研究班単独で検討するのではなく、他

機関・組織と共同し、発信力や拡散力

をより高めて実施することが効果的で

あると考える。今後も、機会を捉えて、

同様の取組を続けていきたいと考えて

いる。  

FAOのwebサイト：http://www.fao.org/ 

publications/card/en/c/CA7815JA 

厚 生 労 働 省 の web サ イ ト ：

https://www.mhlw. 

go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou_ir

you/shokuhin/codex/index.html 

 

(3)WHO作成啓発ビデオ日本語版の作

成と公開  

WHOが製作した食の安全に関する

普及啓発ビデオ「 Five Keys to Safer 

Food」の日本語吹き替え版「食品をよ

り安全にするための5つの鍵」を開発し

WHOの承認を得た後、2020年11月に食

品安全委員会の公式YouTubeJPにおい

て公開した。本ビデオはそのタイトル

の通り、食中毒予防等に資する家庭で

もできる基本的な取組について、CGア

ニメーションを使用して平易に説明す

る内容であり、男女を問わず子供を含

む幅広い年齢層の方々に視聴していた

だける内容となっている。  

食 品 安 全 委 員 会 の web サ イ ト ：

https://www.youtube.com/channel/UCHn

QF9MyO0Zd_jsYdj73jaw 
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研究課題 3. 食品安全行政の国際化に不可欠な研修  
の計画と実施への協力  

 

A．研究目的  

 Codex 委員会の枠組み内に限らず、

諸外国政府等と実際に交渉をし、国際

的に調和した食品規格等を策定する

政府職員が、その基礎としなければな

らない、特に科学的な原理・原則を知

り、事案に応じて活用する能力を養成

し、さらには向上させ継続させていく

ことが、わが国の食品安全行政の国際

化戦略において重要な役割を果たす

ことは明らかであり課題でもある。本

研究課題では、政府内担当部局が実施

する政府職員を対象とした研修に資

する、効果的なプログラム開発の検討

を目的とした。また、実施にも協力し

た。  

 

B．研究方法  

 これまでの研究に引き続き、食品安

全行政に携わる厚生労働省担当職員

の国際的な対応能力の向上に必要な

重要事項のうち、食品微生物学の基礎、

Codex 委員会における食品衛生の一般

原則と HACCP、食品における微生物

規格の原則、微生物のリスク評価及び

リスク管理のガイドライン、輸入食品

検査・認証制度の基礎、並びに分析と

サンプリングの基礎に関する研修に

使用する教材を、新たに入手した知見

また特定した課題を踏まえて更新す

るとともに、それらを用いて、厚生労

働省が開催した研修会において講義

を行った。  

 

C.D. 結果及び考察  

 厚生労働省の担当部署の計画をも

とに当研究班との調整の結果、食品安

全行政の国際化戦略のためのリスク

管理者向けの研修が、2020 年 8 月～9

月にかけて開催された (講義及び演習 )。 

本年度の研修は、COVID-19 拡大防止

の観点からウェブ会議システムを使

用したウェビナー形式、あるいは講師

が作成したビデオ教材の再生による

自習にて行われた。ウェブ会議システ

ムの動作が不安定になるなど、初めて

の試み故の課題があった一方で、物理

的に開催される研修への参加が難し

い人員が参加できるなど利点もあっ

た (研修によっては、例年に比べ、参加

者が増えた )。  

 本研修は、基本的には、厚生労働省

医薬・生活衛生局の食品安全行政担当

職員を対象とし行われ、本研究班は各

研修の教材提供及び講師を担当した。

研修の概要は以下の通りである。  

＜総論＞ (計 2 回 ) 

食品安全行政の国際化について  
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リスクアナリシスについて  

＜各論＞  

・分析並びにサンプリング (計 3 回 )：

国際対応に必要な分析の基礎知識、分

析の目的と実行  

汚染物質 (計 2 回 )：食品汚染物質のリ

スク管理  

農薬・動物用医薬品 (計 2 回 )：農薬・

動物用医薬品のリスク管理  

食品添加物 (1 回 )：食品添加物のリス

ク管理  

微生物 (計 6 回 )：国際対応に必要な食

品中の微生物管理の基礎知識、食品衛

生の一般原則、HACCP、Codex におけ

る食品の微生物のリスク評価・管理、

数的指標を活用した微生物リスク管

理  

食品輸出入の検査・認証制度 (1 回 )：国

際対応に必要な食品輸出入検査・認証

制度の基礎知識  

 

令和 2 年度研修会講師  

山田友紀子博士 (総論、汚染物質、農

薬・動物用医薬品、食品添加物 ) 

山口大学共同獣医学部：豊福肇 (研究

分担者 )(微生物、食品輸出入の検査・

認証制度 ) 

国立医薬品食品衛生研究所：渡邉敬浩

(分析並びにサンプリング ) 

 

 食品安全行政の国際化に不可欠な

研修として、横断的に必要とされる原

理・原則等に関する知識を提供する総

論に始まり、化学物質ハザード、微生

物ハザード、分析並びにサンプリング

法、さらに食品の輸出入における検

査・認証制度に関する知識を提供する

各論を、基礎及び応用に分け、適宜演

習の実施を含め、計 17 回の研修プログ

ラムが計画された。そのうち、本研究

班からは 10 回分の研修プログラムと

講師が提供された。  

 受講者を対象としたアンケートで

は、回答者全員が本研修を大変有用で

あった又は有用であったと評価した。

今後も、職員への知識や情報の提供、

さらにはそれらの定着・向上を図るた

めに、より効果的かつ効率的な内容に

ついて検討を重ね更新しながら、引き

続き研修を提供することが重要であ

る。

 

 

 

E.健康危険情報 (研究班の活動全体を

通じて ) 

なし  

 

 

 

F. 研究発表 (研究班の活動全体を通

じて ) 

1.論文発表  
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1)豊福肇 :コーデックス委員会の食品

衛生の一般原則の改訂について ,食品

衛生研究 , in press 

2)Naomasa Oshiro, Takumi Tomikawa, 

Kyoko Kuniyoshi, Akira Ishikawa, 

Hajime Toyofuku, Takashi Kojima and 

Hiroshi Asakura. LC–MS/MS Analysis of 

Ciguatoxins Revealing the Regional and 

Species Distinction of Fish in the 

Tropical Western Pacific. J. Mar. Sci. Eng. 

9, 299 (2021). 

https://doi.org/10.3390/jmse9030299 

3) 豊 福 肇 : 食 品 衛 生 の 一 般 原 則

(CAC/RCP 1-1969)および HACCP 付属

文書の改訂について , 月刊 HACCP, 1

月号 , 98-103(2021) 

4)豊福肇 :Codex 委員会の  HACCP ガ

イドライン改訂のポイント ,月刊フー

ドケミカル 11 月号 , 36(11)(2020) 

5) 塚 本 絢 己 , 横 田 栄 一 , 豊 福 肇 : 

CODEX INFORMATION・第 51 回食品

衛生部会 , 食品衛生研究 , 70(10), 37-

47(2020)  

6)小林光士 , 下出敏樹 , 永瀬正幸 , 水

上和則 , 住奥寿久 , 水口匡敏 , 森田幸

雄 , 豊福肇 :懸垂放血方式を用いてと

畜解体された黒毛和種牛における血

液斑の発生状況 , 日本獣医師会雑誌 , 

73 巻  8 号 , 463-465(2020) 

7)松尾真紀子 , 扇屋りん , 渡邉敬浩 :食

品安全確保の強化を目指して -WHO の

食品安全決議を踏まえた日本の取り

組 み , 食 品 衛 生 研 究 , 71(4), 33-

40(2020). 

2.学会発表  

1)渡邉敬浩 :食品分析実施試験所にお

ける品質保証への国際的な要求，第 43

回残留農薬分析研究会 , 2020.11.6 

 

G.知的財産権の出願・登録状況 (研究班

の活動全体を通じて ) 

なし  
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